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建 設 常 任 委 員 会 会 議 概 要

１．会議日時

平成２３年１０月２４日（月）午前１０時　分　開会

　　　　　　　　　　　　　　午後　３時１分　閉会　　

１．場所

第二委員会室

１．出席委員
委 員 長 山本靖一  副委員長 野原　修  委　　員 藤浦雅彦
委　　員 木村勝彦  委　　員 原田　平 

１．欠席委員
なし


１．説明のため出席した者
市　長　森山一正
都市整備部長　小山和重
土木下水道部長　藤井義己　同部次長兼下水道事業課長　渡辺勝彦
同部参事兼下水道業務課長　石川裕司
水道部長　宮川茂行　　同部次長兼工務課長兼浄水課長　原　正己
同部参事兼総務課長　東角泰典　営業課長　林彰彦

１．出席した議会事務局職員
事務局局次長　藤井智哉　　　同局書記　田村信也

１．審査案件（審査順）
認定第１号　平成２２年度摂津市一般会計歳入歳出決算認定の件所管分
認定第６号　平成２２年度摂津市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認定の件
認定第２号　平成２２年度摂津市水道事業会計決算認定の件
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（午前１０時　開会）

○山本靖一委員長　ただいまから建設常

任委員会を開会します。

　本日の委員会記録署名委員は藤浦委員

を指名します。

　認定第６号の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　藤井部長。

○藤井土木下水道部長　それでは、認定

第６号、平成２２年度摂津市公共下水道

事業特別会計歳入歳出決算につきまして、

目を追ってその主なものにつきまして補

足説明をさせていただきます。

　決算事項別明細書に従いまして、まず

歳入から説明させていただきたきます。

特別会計決算書の９８ページをお開き願

います。

　款１、分担金及び負担金、項１、負担

金、目１、公債費負担金は、吹田市及び

茨木市の下水が本市の公共下水道管に流

入していることから、当該公共下水道管

の建設費に係る起債の償還に合わせ、両

市より負担金を収入しているもので、収

入済額は前年度に比べ９．１％の減となっ

ております。これは一部の起債について

償還が完了したことによるものでござい

ます。

　目２、受益者負担金は、公共下水道の

供用開始面積に応じて賦課徴収する負担

金で、収入済額は前年度に比べ２５９．

９％の増となっております。これは受益

地面積の増加によるものでございます。

なお、不納欠損額は４０万１，８６０円

で、これは時効等により債権が消滅した

ものでございます。

　款２、使用料及び手数料、項１、使用

料、目１、下水道使用料は、下水道使用

料及び下水道敷地占用料で、収入済額は

前年度に比べ４％の減となっております。

これは主に大口需要家の使用水量の減少

によるものでございます。なお、不納欠

損額は１，２３４万３，３９４円で、こ

れは時効等により債権が消滅したもので

ございます。

　項２、手数料、目１、下水道手数料は、

指定工事店登録手数料、責任技術者登録

手数料、水路敷地境界明示手数料及び下

水道敷筆界確認手数料で、収入済額は前

年度に比べ８．６％の減となっておりま

す。これは責任技術者登録申請件数等が

減少したことによるものでございます。

款３、国庫支出金、項１、国庫補助金、

目１、下水道事業費国費補助金は、社会

資本整備総合交付金で、収入済額は前年

度に比べ１．７％の増となっております。

これは補助対象事業が増加したことによ

るものでございます。

　款４、繰入金、項１、目１、一般会計

繰入金は、収入済額は前年度に比べ７．

２％の増となっております。これは主に

繰上充用金の増加に伴うものでございま

す。款５、諸収入、項１、資金貸付金返

還収入、目１、水洗便所改造資金貸付金

返還収入は、収入済額が前年度に比べ５

１．８％の減となっております。これは

近年、貸付額が減少していることに伴う

ものでございます。

　項２、目１、雑入は、収入済額が前年

度に比べ６０．２％の増となっておりま

す。これは流域下水道事業市町村負担金

精算返戻金の増加によるものでございま

す。

　１００ページをお開き願います。款６、

項１、市債、目１、下水道債は収入済額

が前年度に比べ１．２％の減となってお

ります。これは流域下水道事業債及び公

共下水道事業債の減少によるものでござ

います。なお、借り入れ先につきまして

は、公共下水道事業債及び流域下水道事

業債は財務省、資本費平準化債は銀行と
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なっております。

　詳細につきましては、決算概要の２４

６ページから２４７ページに記載いたし

ておりますのでご参照願います。

　以上が、歳入の主な内容でございます。

　続きまして、歳出につきましてご説明

申し上げます。

　詳細につきましては決算概要の２５０

ページから２５５ページに記載いたして

おりますのでご参照願います。

　特別会計決算書１０２ページをお開き

願います。

　款１、下水道費、項１、目１、下水道

総務費は、執行率９８．２％、支出済額

は前年度に比べ２．３％の増となってお

ります。主な内容といたしましては、節

２、給料から、節４、共済費までは下水

道業務課及び下水道管理課職員９名と、

短時間勤務職員１名の人件費でございま

す。　節１３、委託料はパソコン保守委

託料でございます。節１９、負担金、補

助及び交付金は、日本下水道協会、日本

下水道事業団等に対する負担金でござい

ます。

　節２７、公課費は消費税及び地方消費

税でございます。項２、下水道事業費、

目１、下水道管理費は、執行率９７．１

％、支出済額は前年度に比べ３．２％の

減となっております。主な内容といたし

まして、節８、報償費は受益者負担金の

納付に係る前納報奨金でございます。節

１１、需用費は下水道施設の維持管理に

係る光熱水費、修繕料等でございます。

　１０４ページをお開き願います。

　節１２、役務費はポンプ場等の維持管

理に係る通信運搬費と下水道施設及び公

用車の保険料でございます。節１３、委

託料は、下水道使用料徴収事務委託料及

び下水道施設の維持管理に係る委託料等

でございます。なお、委託内容の詳細に

つきましては、事務報告書の２６３ペー

ジと２７１ページから２７３ページをご

参照願います。

　節１６、原材料費はマンホール蓋等の

材料費でございます。節１９、負担金、

補助及び交付金は安威川流域下水道の維

持管理に係る負担金と水洗便所改造費用

に対する助成金等でございます。節２１、

貸付金は水洗便所改造費用に係る貸付金

でございます。目２、下水道整備費は、

執行率９５．０％、支出済額は前年度に

比べ１８％の減となっております。主な

内容といたしましては、節２、給料から

節４、共済費までは、下水道整備課職員

７名の人件費でございます。

　１０６ページをお開き願います。

　節１１、需用費は公共下水道整備事業

執行に係る設計図書の印刷製本費等でご

ざいます。節１３、委託料は工事設計外

委託料及び工事積算システム委託料等で

ございます。なお、委託内容につきまし

ては、事務報告書の２８１ページから２

８２ページをご参照願います。

　節１５、工事請負費は、１５件の公共

下水道工事の請負費で、約２キロメート

ルの管渠を布設いたしております。なお、

工事内容の詳細につきましては事務報告

書２８３ページから２８６ページをご参

照願います。

　節１８、備品購入費は、公共下水道整

備事業に係る現場確認等に使用するデジ

タルカメラを購入したものでございます。

節１９、負担金、補助及び交付金は安威

川流域下水道施設の建設に係る負担金で

ございます。

　節２２、補償、補填及び賠償金は、公

共下水道工事に伴う水道管等の移設費で

ございます。

　款２、項１、公債費、目１、元金は、

支出済額は前年度に比べ２．７％の増と
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なっております。その内容といたしまし

ては、節２３、償還金、利子及び割引料

は公共下水道事業債、流域下水道事業債、

公営企業借換債及び資本費平準化債の元

金償還金でございます。目２、利子、支

出済額は前年度に比べ５．２％の減となっ

ております。その内容といたしましては、

節２３、償還金、利子及び割引料は公共

下水道事業債、流域下水道事業債、公営

企業借換債及び資本費平準化債の利子償

還金でございます。なお、市債現在高、

及び償還の状況につきましては、決算概

要の２４８ページから２４９ページに記

載いたしておりますのでご参照願います。

　款３、項１、目１予備費は執行いたし

ておりません。款４、項１、目１、繰上

充用金、支出済額は前年度に比べ１９５．

６％の増となっております。その内容と

いたしましては、節２２、補償、補填及

び賠償金は、前年度の歳入不足額を繰上

充用金で補填したものでございます。な

お、１０９ページに実質収支に関する内

容を記載いたしておりますのでご参照願

います。

　以上、平成２２年度摂津市公共下水道

事業特別会計歳入歳出決算の補足説明と

させていただきます。

○山本靖一委員長　説明が終わり、質疑

に入ります。

　藤浦委員。

○藤浦雅彦委員　番号を申しますので、

番号をおっしゃってから答弁していただ

きたいと思います。

　まず１番目でございます。赤字の圧縮

が順調に進んだことについての分析と今

後の予測ということでございまして、平

成２２年度で実質収支の赤字額が前年度

の１億１，２９６万２，１９４円から２

９４万１，９８３円に大幅に圧縮をされ

ました。単年度の収支でも１億１，００

２万円の黒字ということです。平成２２

年度の当初の議論ですと、随分厳しいと

いうことを言われてました。需要が減少

傾向にあるということで、景気との関係

で大変厳しいと、恐らく赤字が膨らむと

いう見解を言われていたと思いますけれ

ど、結論としては逆に大きく改善された

ということになります。この辺をどのよ

うに分析をされたのか。特に大口の利用

者についてはどの程度回復をしてきてい

るのか、そのことについて教えていただ

きたいと思います。その原因と総括につ

いてもご答弁をお願いしたいと思います。

　２番目は、歳入について、予算現額と

収入済額の関係です。平成２１年度と平

成２２年度の歳入総額を比べますと、予

算現額では平成２２年度のほうが２，８

４４万２，０００円少ない予算現額となっ

ていて、収入済額としては、平成２２年

度の方が７，９７６万８，２７３円多く

なっています。その結果、予算済額と収

入済額の差は平成２１年度が１億５，９

２０万２，５７５円、平成２２年度につ

いてはその、約３分の１になっています。

要は予想した数字が非常に近かったとい

う結論になるんですけども、予算済額に

対する収入済額の増減は、５，０９９万

２，３０２円で、偶然かもしれませんが、

その誤差が少なかったということでござ

いました。

　今度、不納欠損のほうを見ますと、平

成２１年度では６３４万６，７９７円で

あったのに対しまして平成２２年度は１，

２７４万５，２５４円ということで、約

２倍になってます。収入未済額も平成２

１年度は８，２１６万９，０１６円であっ

たものが平成２２年度では１．５倍の１

億２，３３４万円８，０８２円となって

ます。

　これらの数字から、どういったことが
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読み取れるのか、ご説明いただきたいと

思います。

　それから、３番目は、資本費平準化債

の発行と市債残高の関係、また償還の関

係の話でございますが、平成２２年度で

の資本費平準化債の発行は１３億２，１

００万円でございまして、その他の起債

と合わせますと１５億１，１５０万円と

いうことになってます。この年の元金の

償還額については、２８億６，０２２万

２，５９４円ということでございますの

で、起債の方が少ないわけですが、将来

の償還額との関係で、資本費平準化債が

及ぼす影響について、どのように認識を

されているのか、ご説明いただきたいと

思います。

　それから、４番目、受益者負担金と不

納欠損でございます。決算書では９８ペー

ジになります。款１、分担金及び負担金、

項１、負担金、目２、受益者負担金でご

ざいますが、当初予算額は２，０７７万

円でしたが、１，６３７万円の増額補正

をされています。これは補足説明で、受

益地面積が増えたということでございま

したけども、収入済額ではさらに３０１

万１，１８０円の増額になっているとい

うことでございまして、当初予算を組ん

だときに予測を立てられていたと思うん

ですが、実際にはその予測より大きく増

額になりました。そのことについての説

明をいただきたいと思います。

　それから、不納欠損が約４０万円となっ

ていますけど、この中身について件数や

内容等について教えてください。

　それから、５番目でございますが、企

業会計への移行についての取り組みとい

うことでございまして、第４次行財政改

革の関係で平成２２年度当初予算の審議

のときには、企業会計への切り替えに向

けてその課題整理等の検討事項に入って

いくということで答弁されていましたけ

ども、いろいろと大きな課題があると思

います。平成２２年度での検討事項、ま

た進行状況、どういったことを進められ

てきたのかということについてご答弁い

ただきたいと思います。

　６番目、水洗便所普及事業でございま

す。決算概要の２５０ページに載ってま

すが、水洗便所普及事業について、予算

執行率は２４．３％ということで非常に

低いです。水洗便所改造助成金が４０万

５，０００円ですけども、この対象とさ

れた件数と水洗便所改造資金貸付金の対

象件数について教えてください。

　それから、先日の委員会では、汲み取

り件数の減少見込みを５０件と言われて

ました。その中にはこの水洗便所普及事

業を利用した分も含まれているんだろう

と思いますが、予算上、この水洗便所に

切り替えるという部分についての見込み

数は幾らにされていたのかということと、

その結果は幾らだったのか、その乖離に

ついてはどのように評価されているのか

について、ご答弁お願いしたいと思いま

す。

　それから、公共下水道事業整備人口普

及率について、平成２２年度で幾らになっ

たのかということをご答弁お願いします。

　７番目でございますが、ガランド水路

親水施設管理事業です。決算概要では、

同じく２５０ページに載っております。

予算現額が３１１万９，８０４円に対し

まして執行額が１６８万４，５６７円で

５４％の執行になっております。その内

容についてご説明いただきたいと思いま

す。

○山本靖一委員長　石川参事。

○石川土木下水道部参事　まず、１点目、

赤字解消の分析ということでございます。

平成２２年度につきましては、単年度で
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１億１，０００万円の黒字を確保するこ

とができ、実質収支の赤字額も大幅に減

らすことができました。単年度の黒字要

因でございますけれども、まず１点目は

資本費平準化債を７，０００万円増額し

たということがあります。２点目は雑入

において、安威川流域下水道負担金精算

返戻金が約３，０００万円あったという

こと、３点目は歳出の不用額が発生した

ということ、こういったことによって財

源を確保できたことによりまして、黒字

となったものでございます。今後でござ

いますけれども、平成２３年度について

は、使用料収入等は大幅な増収は見込め

ませんけども、不用額等の発生、こういっ

たものにより平成２３年度で何とか実質

収支の赤字は解消できるのではないかと

いうのが今の見込みでございます。

　２番目、歳入については、当初、資本

費平準化債の増額ですとか安威川流域下

水道負担金精算返戻金、こういったもの

は当初予算には組み込んでおりません。

そういった点で当初と乖離というのが発

生しております。

　平成２１年度に比べて平成２２年度の

不納欠損額が増えているというご指摘に

ついてですが、大きな原因は使用料の不

納欠損額が増えたことです。例年、５０

０万円を超えるような不納欠損額が発生

しておりますけれども、平成１７年度、

平成１８年度と使用料の未収問題が発生

いたしまして、努力はしてまいりました

が、遡及分の回収率は６４パーセント弱

でございます。市のミスがあった中で請

求をすることについて使用者の方から本

当に厳しい意見をいただきました。何度

もお願いにあがったわけなんですけども、

どうしても理解を受けることができなかっ

たということで平成２２年度につきまし

ては、不本意ではございますけども、６

００万円を超える欠損額を計上しており

ます。

　収入未済額の増という点でございます

けども、これにつきましては、下水道使

用料の収入未済額が増えておりまして、

その大きな要因といいますのは、毎年、

水道部で使用料を徴収していただいてお

りまして、これが５月の出納閉鎖期間ま

でに納入されます。通常、水道部では４

月末までに収納があったものについて５

月の出納閉鎖期間中に下水道担当部署に

納めていただけますが、平成２２年の４

月末が休日であったことで、本来、平成

２２年度の収入となるべきものが翌年度

に回ってしまったということから、例年

に比べて収入未済額が増加しております。

　３点目の資本費平準化債でございます

けども、資本費平準化債というのは起債

の元金の償還に充てる財源を確保するた

めに発行しているもので、借金返済のた

めに借金をしているということなので、

本来こういったものは好ましくございま

せん。しかしながら、本市は厳しい財政

状況ということで、一般会計の補填も困

難であるということから、平成１６年度

以降発行しているものでございまして、

中期財政見通しにおいても、少なくとも

平成２９年度までは発行する必要がある

ということになっています。

　資本費平準化債は２０年借入ですが、

１０年間で元金の４２％を償還し、１０

年目に残りの５８％を一括して償還する

ことになります。しかしながら、その一

括償還分につきましても、財源の確保が

非常に難しいということで、新たに借換

債を発行してその財源とすることを考え

ているところでございます。

　４点目の受益者負担金でございますけ

ども、当初に比べて増額になっています。

受益者負担金は３年間、６期に分割して
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納付ということになっておりますので、

当初の段階では、その分割納付を前提に

１期分、２期分、これが当該年度に収納

されるという見込みで予算計上しており

ます。しかしながら、平成２２年度にお

きましては、大口受益者の一括納付があ

り、それ以外でも、一括納付が全体の８

割ぐらいということで、当初予算に比べ

て収納額が増えています。

　それから、不納欠損の中身でございま

すけども、不納欠損につきましては、５

件ございまして、その内、１件が３０万

円で、これにつきましては、平成１４年

度の開発工事の中で賦課しておりました

けども、その後、業者が破産したという

ことから一部しか収納できなかったもの

です。それ以外につきましては、生活困

窮等により支払いが困難になったという

ものが１０万円ほどございます。

　それから５点目の企業会計への移行と

いうことにつきましては、平成２３年度、

平成２４年度、平成２５年度と３か年で

企業会計への移行に向けて準備して、平

成２６年度からの法適化ということも、

平成２３年度当初は考えておりましたが、

今現在まだ委託の発注しておりません。

といいますのは、一つは本市の特殊事情

でございますけども、今現在、資本費平

準化債というものを発行しております。

これは元金の償還額と減価償却費との差

額分ということで発行が認められている

ものでございますけども、これが法適化

になりますと、企業会計を適用しますと、

減価償却費というのがはっきりと出てき

ます。今現在減価償却費というのは、国

が定めた一定の算式によって計算してい

るものでございまして、仮の減価償却費

といいますか、それが企業会計に適用す

れば、はっきりと減価償却費というのが

出てきます。その場合には元金の償還額

とその減価償却費との差額分についての

発行しか認められないということになり

ますので、中期財政見通しのなかで、少

なくとも発行が必要と言われている期間、

資本費平準化債を本当に発行できるのか、

その発行額はどのくらいになるのか、こ

ういったことを事前に確認しなければ法

適化は難しいだろうという判断の下に、

今現在はまずは資産調査、評価を行って

減価償却費を出した後に、その時点で資

本費平準化債への影響を確認して、それ

を見て移行、法適化の移行業務であると

か、システムの導入、委託を考えておる

ところでございます。当初一括委託考え

ておりましたが、現在、二段階に分けて

委託をしていきたいと考えておるところ

でございます。

　６番目の水洗便所普及事業につきまし

て、水洗便所改造助成金、水洗便所改造

資金貸付金の対象件数は、助成金につき

ましては、８１戸の世帯について助成金

を支払っております。貸付件数は２件で

ございます。

○山本靖一委員長　渡辺次長。

○渡辺土木下水道部次長　それでは、藤

浦委員の６点目の質問の水洗化人口の普

及率について答弁申し上げます。平成２

２年度末で今の公共下水道事業整備人口

普及率ということで、市計９７．３％で

ございます。区域別で申し上げますと、

合流区域が９９．３％、分流区域が９５．

６％でございます。あと、水洗化率でご

ざいます。これは市計で９５．２％、地

域別で申し上げますと合流区域が９７．

９％、分流区域で９２．７％となってご

ざいます。水洗化の平成２２年度末の供

用開始区域内で、下水道管理部門で把握

している未水洗化件数といたしましては、

１，２３０件、内訳としてましては、合

流区域２６３件、分流区域が９７０件ご
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ざいます。確かに公共下水道整備が終わっ

ても接続していただけなければ全然効果

がないという状況の中で、水洗化に向け

ましては、今現在職員によりまして水洗

化家屋の調査を終えたところでございま

す。

　年何回かに分けまして啓発活動という

ことで各家庭を回らせていただいて、聞

き取り調査をさせていただいている状況

でございます。

　その中で、未接続の原因として聞き取

りの中で出てまいっておりますのが、ま

ず経済的なもの、家主と借家人との関係

と家屋の建てかえというような内容の中

で少し時期がおくれているということが

ございます。

　やはり接続をしていただかなければな

りませんので、今後とも精力的に啓発活

動に努めてまいりたいと考えております。

　それから、７点目、ガランド水路親水

施設管理事業の執行率について答弁申し

上げます。ガランド水路は平成１１年の

４月にオープンさせていただいてほぼ１

２年が経過しております。水の流れを出

すための中継ポンプ場が２か所ございま

す。香露園ちびっこ広場のところに１か

所と旧福祉会館の裏手に、防火水槽を兼

ねた中継ポンプ施設ということで、１０

０ミリメートルのポンプ２台と８０ミリ

メートルのポンプ２台がすわってござい

ます。これらほぼ１０年以上たってござ

いますので、耐用年数が来ているという

ことで、これの取り替えのための予算を

計上させていただいたわけです。そのポ

ンプ引き上げて点検をいたしますと、も

う少し延命が図れるだろうということで

ございましたので、それをさせていただ

くという内容と、執行率となってござい

ます。

○山本靖一委員長　答弁が一部抜けてい

る部分もありますので、その部分は次の

質問に加えて下さい。

　藤浦委員。

○藤浦雅彦委員　それでは、２回目の質

問をさせていただきたいと思います。

　まず、１点目の実質収支の赤字額が圧

縮された理由ですが、資本費平準化債の

増額や安威川流域下水道負担金精算返戻

金が発生したことでの財源確保が大きな

理由であるということを言われたので、

大口の水需要や、今後の水需要の推移に

ついては厳しいということに変わりがな

かったということになるんですか。予測

されたとおり、水需要については厳しかっ

たということになるかという点について

補足してもらえますか。

　特に平成２３年度、東日本大震災があ

りましたけども、さらに経済的には悪化

したのではないかと思われるわけです。

水需要の減少傾向で、平成２３年度も下

がっているということになると思います

し、東日本大震災以降も含めて今後どの

ような方向になってくるのかということ

で、水需要の考え方、見解はどのように

見られているのかということについて答

弁をお願いしたいと思います。

　２番目の予算現額と収入済額の関係で

は、先ほどの財源が確保されたことが影

響しているということでございましたの

でこれは理解をします。不納欠損につい

ては、先ほどあったように、過去の徴収

漏れ、公共下水道の確認申請書を出して、

その後の処理ができていないために支払

いされていないことが発覚したことがあ

りました。平成１７年度、平成１８年度

の分を今回の平成２２年度で不納欠損を

すると処理が終わったことになるのか、

全体についてはどうなっていっているの

か教えて下さい。それから、あの問題が

起こって以降、そういう書類についての
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確認がしっかりなされているのか、その

後、こういうケースで不納欠損が生じて

いないのかという点を一度お示しいただ

きたいと思います。

　それから、３番目、資本費平準化債、

１０年までが元金４２％ということで、

１０年目には残り５８％を全額支払うと

いうことになっているということでござ

いました。平成２９年度までは今のとこ

ろ、資本費平準化債の発行が必要だとい

うふうに言われました。毎年、資本費平

準化債を発行する年が延びていっている

感じがするんです。厳しいとは思います

けども、気になるのは償還計画なんです。

以前にいただいた年度別償還表によりま

すと、今後の起債がないとしても平成２

９度年までは毎年の償還額が４０億円を

超えており、これに毎年の起債の償還額

を加えると、少なくとも平成３２年度ま

では４０億円を超えると予測されます。

返済計画としては非常に厳しい状態に陥

る可能性があるという心配をしてます。

償還計画について、どのように考えてお

られるのか、そしてどういうふうに回避

をしていくように思われているのか展望

をお聞かせいただきたいと思います。

　それから、４番目、受益者負担金の不

納欠損については５件あるということで

ございました。会社が倒産したり生活困

窮ということで理解しておきます。今後

も適切に、これもしっかりと運用に努め

ていただきたいということでお願いをし

たいと思います。

　それから、５番目、企業会計の移行に

ついての取り組みです。どんな問題点が

あるのかと、聞きたいと思ったら、先に

お答えをいただきました。いろいろと厳

しい中で、資本費平準化債が発行できる

かできないか、これは大きな問題になる

と思います。しっかり調査をしながら進

めていただきたいということをお願いを

しておきたいと思います。

　それから６番目の水洗便所普及事業で

ございます。助成金については８１戸と

いうことで理解いたしました。いろいろ

と努力をしていただいて、水洗化の普及

に努めていただいていると思いますし、

いろいろな問題も絡んでいると思います

が、しっかりとこれは努力をしていただ

きたいと思います。合流区域では２６３

件、分流区域で９７０件ということで、

ある程度掌握できる数になってきていま

す。前回の議論でもありましたように、

しっかりとこれは進めていただきたいと

いうことをお願いしておきます。

　東別府２丁目には、いよいよ公共下水

道整備が予定されておりまして、この分

流区域の９７０件もこれから減ってくる

ことになるのですか。住民説明会もされ

て合意されていると思いますが、参考ま

でにどのような計画で公共下水道を普及

されていくのか、東別府地域の方たちの

反応や、数字的には公共下水道事業整備

人口普及率についての向上はどれぐらい

になるのかということをお示しいただき

たいと思います。

　それから、７番目、ガランド水路親水

施設管理事業でございます。中継ポンプ

に利用できる分があったので、全部の更

新をしなくても一部使えたので減額になっ

たというお話でございました。このガラ

ンド水路の管理につきましては、香露園

と香和自治会の２つの自治会で年４回、

清掃等について協力をしていただいてい

て、これは本当にありがたい取り組みで

あると思うんです。壊れた木製プランター

も全部取り替えていただいております。

また、水路には外来魚が生息しておりま

して、子どもが網をもって魚をとってい

る光景をよく見まして、大変ほほえまし
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い限りでございます。今年の節電で水路

が干上がって全滅したと思うんですけど、

節電対策について今年の１２月からまた

始まりますが、当然また水路が干上がっ

てしまうのでしょうか。

　それから、以前から言ってますが、教

育センターの前の橋の下のところにある

水槽を利用する方法はないかということ

を前から言ってますけど、何かアイデア

はないかおっしゃっていただきたいと思

います。

　それから、ガランド水路のこういう地

域の方に協力してもらう体制というのを、

今度新しくできたせせらぎ緑道にもつく

るべきではないですかということを以前

に言ったことがあって、ぜひそういう構

築をするべきだと思うのでこれは意見と

して述べておきます。

○山本靖一委員長　石川参事。

○石川土木下水道部参事　答弁もれがご

ざいまして、申しわけございません。

　まず１点目の大口の水需要はどうなの

か、それから今後の水需要の推移という

ことでご質問がございました。平成２２

年度につきましては大口の下水道使用水

量が減少しておりまして、その影響が大

きく前年度を下回ったという状況でござ

います。今後の水需要の推移でございま

すけども、供用開始区域は年々整備を着

実にやっておりますので増えてまいりま

すけれども、一方で節水意識が定着して

きています。さらに景気が悪いというこ

とで事業者等の水需要についても伸び悩

んでいるという状況でございます。

　そういう中で一般家庭分については供

用開始区域の拡大ということもあります

けれども、一方で節水ということも引き

続きございますので、全体では横ばいと

考えております。大口事業所につきまし

ても、景気次第ではございますけども、

今現在考えておりますのは、これ以上大

幅な水量の減少というのはないと考えて

おります。事業所についても横ばいとい

うことで、全体としても横ばいというよ

うな見込みを立てております。

　次に、下水道使用料の未収問題に関し

まして最終的にどれくらいの不納欠損に

なるのか、今年度は６００万円を超える

ような不納欠損でございます。最終的に

どうしても回収ができないだろうと思わ

れますのは、１，５００万円ぐらいと見

込んでおります。遡及額としては４，５

８５万円でございまして、今現在の回収

額が２，９３０万円でございまして、そ

の差額が１，６６０万円ございます。こ

の内、１６０万円は何とか回収できるの

ではないかと思いますが、残り１，５０

０万円については全く理解をいただけな

い、厳しい状況でございます。最終的に

回収率としては６７％ぐらいにとどまる

のではないかというのが今の見込みでご

ざいます。

　３点目の資本費平準化債でございます

けども、今後の公債費がどういうふうに

なっていくのか、平成２３年度では４３

億７，０００万円程度でございますが、

平成２５年度までは、ほぼ４３億円前後

で推移してまいります。平成２６年度以

降は平成１６年から資本費平準化債を発

行しておりますので、その１０年満期が

毎年訪れるということで公債費が急増い

たしまして平成２６年度については４８

億６，０００万円、平成２７年度につい

ては４７億９，０００万円、以降４８億

円から４９億円ということで推移してま

いります。

　その内、一括償還に係る借換起債分が

ございますので、これに関しては借換債

で財源は確保できますけども、資本費平

準化債の一括償還分を除いた額が４０億
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円を下回るのが、先ほど委員が言われま

したように平成３２年度ぐらいではない

かと考えております。これは一般会計の

繰入金であったり、下水道使用料等の財

源により賄っていく必要がございます。

下水道使用料についてもなかなか大幅な

増収というのは見込めないと考えており

ます。また繰入金につきましても一般会

計が非常に厳しい財政状況ということも

ございまして、財政のほうからは２０数

億円程度、現状程度が繰り入れの限界だ

とも言われているところでございます。

こういった中で好ましくはございません

けども、資本費平準化債の発行に頼らざ

るを得ないという状況が続きます。

○山本靖一委員長　渡辺次長。

○渡辺土木下水道部次長　それでは、藤

浦委員の２回目の質問に答弁させていた

だきます。

　まず１点目、平成２３年度になるんで

すけれども、東別府地域の公共下水道整

備の件でございます。東別府地域の道路

敷の帰属を求める裁判の勝訴判決により、

平成２３年６月１８日に東別府地域全体

への下水道説明会を開催させていただき

ました。

　既存の浄化槽自体も老朽化している状

況の中で、早く水洗化したいという要望

もございました。そうした関係もござい

まして、説明会の折にはこの全域を３年

計画で執行させていただきたいというご

説明をさせていただいております。まず、

全域の施工延長でございますけども、約

１．７キロメートルございます。家屋件

数といたしましては３２０軒ございます。

それを平成２３年、平成２４年、平成２

５年の３か年で整備を完了していきたい

という内容でご説明をさせていただきま

した。

　意見といたしましては、もっと早くし

てほしいという気持ちを持っていただい

ている方もいらっしゃいましたので、整

備させていただくと、速やかに接続替え

もやっていただけと期待をいたしている

ところでございます。

　未水洗化件数の中の分流区域の９７０

件と水洗化率についての質問ですが、東

別府の下水道工事が完了して初めて供用

開始区域となるものですから９７０件に

工事件数が加算されることになります。

公共下水道事業整備人口普及率について

は約１％変わるという見込みでございま

す。

　それから、ガランド水路についてでご

ざいます。まず節電対策ということで関

西電力の夏場の節電要請に基づきまして、

ガランド水路のポンプを２か月ばかり止

めさせていただきました。地元にも声を

かけさせていただいて、ご協力をいただ

く中で止めさせていただきました。確か

に止めることによって沿道の方々に臭気

等の関係でご迷惑をかけたかと思います

が、やはり東日本大震災を受けた状況の

中での対応ということでご理解をいただ

き、節電をさせていただくという状況で

ございます。

　また、冬場も恐らく電気不足という形

になってこようかと思うんですけれども、

そのあたりは様子を見る中で、地元の方

ともお話をさせていただきながら対応を

進めてまいりたいと考えておるところで

ございます。

　それから、教育センター前の水槽の関

係です。今現在、中は空洞の状態で置き

去りのような状況になっています。いろ

いろと考えておるんですけど、アクリル

板が張ってありまして、どうしてもそこ

に水を入れますと、藻が内側についてし

まって中が見えない状況になります。そ

れに対しても薬品等で防げないかという
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ことも検討したんですが、なかなか改修

に至っていない状況で今の現状があると

いうことです。そのままにするというの

も非常にもったいない話でございます。

今後水を入れるのも一つでしょうけども、

枯山水というような形の中での対応含め

た形で検討を引き続きしていきたいとい

うふうに考えております。

○山本靖一委員長　石川参事。

○石川土木下水道部参事　答弁もれがご

ざいました。未収問題以降、こういった

事例は発生していないのかどうかという

ご質問がございました。以降でも３件発

生しておりまして、すべて請求しており、

完納されている方がほとんどでございま

すけども、一部分割で納付していただい

ているケースがございます。こういった

ミスが発生しないように、市の内部でチェッ

ク体制を強化しておりまして、市のミス

により少なくとも未収になるというよう

な例は発生しておりません。

○山本靖一委員長　３点目の資本費平準

化債の発行計画については、今後、中期

財政見通しとともに委員会に提出してい

ただきたいと思います。要請しておきま

す。

　また、委員にお願いしますが、決算審

査の委員会ですので、平成２２年度事業

の質問に絞っていただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。

　藤浦委員。

○藤浦雅彦委員　水需要の予測について

は、ほぼ横ばいだろうということでござ

いました。やっぱり気になりますのは、

先ほどの資本費平準化債の話もあるんで

すけど、料金の問題がどうなるかという

ことが一番気になることでございまして、

景気も悪いし生活も本当に厳しいという

中ですから、安易に料金に反映するとい

うことに結びつけないで、これは努力を

しっかり重ねていただいて、また見通し

をしっかりつけていただいて、料金につ

いては抑えていただくという考え方の下

で、執行していただきたいということを、

お願いしておきたいと思います。

　それから、未収問題以降の事例につい

て、これは市の対応が悪くて再発したの

ではないということのようでございます

が、例えば、業者の落ち度であってもこ

ちらが指摘できるような体制、これは最

初の段階で確認ということで書類を受け

るわけですから、その後の完了届が出て

いるかどうかをチェックして、出ていな

かったらこちらから促すということで、

今後ゼロになるように、これは業者はそ

れで済みますけど、市民の方は、結局遡

及して支払うことになりますので、これ

はしっかり今後も引き続き取り組んでい

ただけるようにお願いしたいと思います。

　それから、資本費平準化債の発行でご

ざいますが、委員長も言われましたが、

中期財政見通しとともに償還計画という

のを資料として出していただきたいと思

います。

　それから、７番目のガランド水路でご

ざいますが、いろんな生物もいて、非常

に子どもたちに親しまれている水路になっ

てます。節電のために干上がって、そう

いうふうに生物が死んでしまうのは非常

に残念ですが、これは仕方ないと思うん

ですけども、基本的な考え方としては、

創意工夫を凝らしながら子どもたちが遊

べる水路としてこれからも継続的に利用

できるように、そういう考え方をしっか

りと持っていただく中で、これからも適

切に維持管理をしていただきたいという

ことをお願いをしたいと思います。

○山本靖一委員長　原田委員。

○原田平委員　１番目、指定工事店の登

録手数料について、近年の経済状況の下
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で、減ってきていると思いますけれども、

指定工事店の登録手数料の実態について

お尋ねいたしたいと思います。

　２番目、安威川流域下水道に関する負

担金の問題でございます。安威川流域下

水道維持管理負担金として６億７００万

６，９９５円が執行されて、さらに安威

川流域下水道建設負担金として１，３６

７万７，７１６円の執行であります。先

ほどありましたように、安威川流域下水

道負担金精算返戻金として３，０４４万

５，０４２円が返ってきたわけでありま

す。これについて、以前からの経過も踏

まえて問題があるのではないかという指

摘をしておりましたので、説明をいただ

きたいと思います。

　３番目、事務報告書の２８２ページに

摂津市（仮称）鳥飼排水区基本設計業務

委託として８４０万円の支出とあります。

これについて今後実施設計等に入ってい

くわけでありますけれども、この総括に

ついてどのようにされているのか、ある

いは問題点等についてどのようなことが

あったのかで、お尋ねいたしたいと思い

ます。

　４番目、事務報告書の２７１ページ、

ポンプ場管理事業の集中管理室維持管理

業務委託であります。従前からこの問題

については指摘をいたしまして、改善を

図るべきだというふうに意見を述べておっ

たわけでありますが、平成２１年度に改

定をされまして、４月から３月３１日の

契約というふうになっておりますが、平

成２２年度は１か月の契約と、そして１

１か月の契約というふうになっておりま

す。これについてご説明いただきたいと

思います。

　５番目、事務報告書の２７１ページ、

これも引き続き指摘をしてまいったとこ

ろでありますが、集中管理室テレメーター

装置更新工事として平成２２年度は４１

６万５，０００円の執行でありました。

これについては、本会議でも取り上げま

して、経費の削減という立場からもっと

新しい機械も開発されているということ

もいろいろ指摘をいたしまして、いろい

ろ取り組んでいただいたわけであります

が、これについての経過をご説明いただ

きたいと思います。

○山本靖一委員長　石川参事。

○石川土木下水道部参事　まず１点目の

指定工事店の登録手数料でございますけ

ども、平成２２年度は３９件の申請があっ

たものでございます。

　２点目の安威川流域下水道負担金精算

返戻金でございますけども、平成２２年

度に返ってまいりましたのは、平成２１

年度の負担金が府の決算後に市に返還さ

れたものでございます。各流域の市につ

いては、府の決算をもって各自治体の決

算額としているのではなくて、府の決算

見込み額を持って各市が決算額として計

上しているものでございます。当然、府

の決算を経ておりませんので、その後の

事情によって額が変更になった場合は、

今回のように減額が発生するわけでござ

います。

　平成２２年度の負担というのは、平成

２２年の１１月の下旬から平成２３年の

１月下旬にかけての実務者会、幹事会、

協議会を経て府のから見込み額が提示さ

れます。それは平成２３年の２月から３

月の府議会で補正されるわけなんですけ

ども、その補正額をもって各市が決算額

としています。最終的に府の決算という

のは、平成２２年度分については、２３

年１２月ということになってきまして、

どうしても当該年度にその差額分という

のを精算することができないということ

から、翌年度に返ってくるということに
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なっているわけでございます。これにつ

いては確かに問題といいますか、決算審

査はどうしても見込み額で審議をしてい

ただくということになりますので、好ま

しくはないのですけども、そういうふう

にやらざるを得ないというところがござ

いますので、ご理解をしていただきたい

と思います。ちなみに平成２１年度の安

威川流域下水道負担金決算額としては、

６億７９６万７，０００円という見込み

額をもって市の決算といたしましたが、

最終、府の決算を経た後の最終の決算額

といいますのは５億７，７８３万９，０

００円ということで、この流域の負担金

で３，０００万円を超えるような返還が

生じているということでございます。

○山本靖一委員長　渡辺次長。

○渡辺土木下水道部次長　それでは、原

田委員のご質問にお答えをさせていただ

きます。

　まず１点目の指定工事店登録手数料の

実態についてということでございます。

まず市内で排水設備を行っていただくに

当たっては、責任技術者登録をされた方

を有する指定工事店でもって排水設備工

事をしているという原則のもと、平成２

０年１０月末現在で排水設備の指定工事

店数が２２０件ございます。平成２１年

度と平成２２年度で手数料が減額となっ

てございます。大半の業者、２２０件ご

ざいますので、それは登録済みではある

んですけれども、指定工事店もその都度、

摂津市は随時登録は受け付けております

ので、開発等で登録される場合もござい

ます。そんな状況の中で、開発の件数の

関係から、平成２２年度については減に

なったのではないかと推測をいたすとこ

ろでございます。

　続きまして、３番目の摂津市（仮称）

鳥飼排水区基本設計業務委託の内容でご

ざいますけれども、以前、神崎川番田水

門設置及び内水対策検討委員会という検

討委員会の内水排除メニューといたしま

して、鳥飼八町地区と高槻市の一部の雨

水排除、これを行うための幹線の検討、

これを行ってございます。と申しますの

も、八町地域と高槻の三箇牧排水区の水、

これを摂津ポンプ場のほうへ流入するた

めの流入幹線、これが計画では八町のバ

ス停の前の府道と新幹線の交差する下を

通過しなければならないという状況の中

で、あの道路内には雨水の放流管渠であっ

たり大阪ガス、工業用水等、いろいろ地

下埋設物が入ってございまして、今の水

を受けるための幹線を布設する物理的な

場所がなかったというのが平成１４年に

判明をいたしまして、そこで通過できな

いものですから、別のルートを考えると

いう内容の基本設計委託、これをさせて

いただいてございます。

　それとあと、八町区域ですが、市街化

調整区域でございます。現在公共下水道

の事業に当たっては事業認可を取得して

国庫補助金等を受けながら事業を進めて

おるわけなんですが、市街化調整区域は

まだ事業認可が取得できておりませんで

したので、今現在普及率も９０％を超え

る中で今の八町区域、このあたりも事業

認可区域に入れていく、資料づくり、こ

れも含めた形で基本設計委託を出させて

いただいたという内容でございます。

　それから、集中管理室の維持管理業務

委託料につきましてでございます。この

件につきましては、以前からいろいろと

ご指摘をいただく中で、改良を重ねていっ

ているという状況でございます。平成１

９年度までは単年度実施というようなこ

とをしておったわけなんですが、１９年

の５月１日から３か年の債務負担をご承

認いただく中で、３か年契約の複数年契
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約とさせていただいております。まず平

成１９年の５月１日から平成２２年４月

３０日の契約内容で実施をさせていただ

いてございます。事務報告書にうたわれ

てございます４月１日から４月３０日と

いうのが平成１９年に契約をさせていた

だいております最終年度の単年度支払分

になりますので、最終年度部分の表示を

そこでさせていただいております。あと、

今の平成１９年度の３か年が切れますも

のですから、平成２２年の５月１日から

２５年４月３０日まで、これもまた債務

負担行為をご承認いただく中で３か年の

契約を済ませていただいた分の平成２２

年度分をそこで計上させていただくとい

う内容でございます。

　それから、これも以前からご指摘をい

ただいております集中管理室テレメーター

装置更新工事でございます。事務報告書

では平成２１年度は１，２７５万円の修

繕料と計上させていただいておりました。

平成２２年度が４１６万５，０００円と

なってございます。平成２２年度につき

ましては、発注に当たりまして、テレメー

ター装置、これを請負の中に入れてしま

いますと、パテントの関係で競争の原理

が働かないという内容を財政課と話をす

る中で、修繕料の中のテレメーター装置

４５６万５，４００円、これを消耗品と

いう形で流用させていただいて、機材だ

けをまず購入してそれの設置工事費、こ

れを修繕料で計上させていただいた、そ

ういう内容の表記となってございます。

ですから装置更新については今の消耗品

費プラス装置設置工事、これを足したも

のが更新工事費となっております。

○山本靖一委員長　石川参事。

○石川土木下水道部参事　２番の説明が

不十分でございました。安威川流域の維

持管理負担金ということで平成２１年度

の決算額が６億７９６万７，０００円と

説明いたしましたが、淀川右岸流域が含

まれておりません。淀川右岸流域が３０

７万４，０００円ございますので、合計

で６億１，１０４万２，０００円という

のが平成２１年度の本市の決算額でござ

います。最終の決算額に、府の決算を経

た後の額が、安威川流域が５億７，７８

３万９，０００円、淀川右岸流域が２９

０万７，０００円、合計５億８，０７４

万６，０００円というのが正式な額でご

ざいます。

○山本靖一委員長　原田委員。

○原田平委員　指定工事店が２２０者あ

りまして、平成２２年度は３９件が登録

ということであります。工事等の関係で

あるいは建売等の関係で下水道管の接続

等について、許可のない方がやられてい

るということはないのですか。どういう

検査体制をとられているのかお尋ねした

いと思います。というのは、建売物件が

建てられて、接続されて完成販売という

ことになるんですけども、いろいろ問題

があるのではないかということも聞いた

りいたしましたので、その内容だけもう

一度お聞きしたいと思います。　安威川・

淀川右岸流域下水道組合が大阪府に全面

移管されて、その運営をされているわけ

であります。予算、決算について府議会

で議論をされるんですけれども、府議会

も非常に大きい組織ですので、なかなか

不十分なところもあろうかと思います。

十分議論されているかということは疑問

に思うところでありますが、市町村の要

望等についての意見の発信といいますか、

どういう形で地元要望を出されているの

か、そういったことについてお聞きいた

したいと思います。

　安威川流域下水道建設負担金の１，３

６７万７，７１６円は新たに発生した工
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事負担金だというふうに思うんですけど、

この内容等についてもう一度お尋ねをい

たしたいと思います。

　それから、摂津市（仮称）鳥飼排水区

基本設計業務委託でありますが、新たな

ルートをつくり上げて、そして雨水と汚

水の整備をしていこうということであり

ます。これについての設計はされたわけ

でありますが、これについての見通し等

について、もしわかればお聞きしたいと

思います。既存のところについては埋設

物が非常に多いということでルートを変

えようということでありますので、これ

の今後の見通し、あるいは用地買収等も

絡んでくるのかどうか、そんなことにつ

いての問題点もあろうかと思いますので、

この設計をされた後の段階としてどのよ

うな総括をされているのかもう一度お聞

きしたいと思います。

　それから、集中管理室維持管理業務委

託でありますが、この状況は理解いたし

ました。指名競争入札でされていますが、

一般競争入札をしていただいて、より広

く、そして経費の節減に向けた取り組み

をしていただくと同時に、この管理室の

あり方についても、近代的管理システム

は新しく良いものが出てきておりますの

で、変えていく必要があるのではないか

というふうに考えておりますので、また

もう一度お聞きをしたいと思います。

　集中管理室テレメーター装置更新工事

でありますが、従前から比べれば随分と

経費が安く済むことになったと思ってい

ますが、平成２２年度で更新工事がすべ

て終わるのかどうかについて、再度お聞

きしたいと思います。

○山本靖一委員長　石川参事。

○石川土木下水道部参事　淀川右岸流域

下水道組合の負担金でございますけども、

これは組合時代に雇用されたプロパー職

員が退職されるときに、その資金を各市

で負担していこうということで本市も負

担しなければならないということで負担

金となっているものでございます。

　それから、協議会等でどのような要望

をしてきているのかということでござい

ますけども、大きくはコスト縮減に向け

ての要望、具体的には、例えば溶融炉等

の運転についてもっと効率的な運転はで

きないのか。それから、今の溶融炉にか

わって別の流動床路といいますが、そう

いった方式の採用、新たに溶融炉をつく

るのではなくて、溶融炉が非常にコスト

が高いと言われておりますので、もっと

安価な汚泥処理システムを採用してほし

いというような要望をしております。さ

らに建設工事等の平準化ということもお

願いをしております。ただ、これにつき

ましては、大阪府のほうでも各施設の負

担割合というのがございますから、府と

しても、工事の平準化は努めておられま

すけども、なかなか各市ベースで平準化

というのは非常に困難とも聞いていると

ころでございます。主にはそういった維

持管理の中でのコスト縮減ということに

ついて、維持管理負担金が減るように努

力してほしいということで要望をしてい

るところでございます。

○山本靖一委員長　渡辺次長。

○渡辺土木下水道部次長　それでは原田

委員の質問に答弁をさせていただきます。

　排水設備工事が無許可で行われていな

いかという点ですが、建築確認を出して

いただくときには必ず排水設備工事には

指定工事店を使いますという確約書をま

ず出していただいております。確認申請

が我々のところにも回ってまいりますの

で、そのあたりをきちっと一覧表の中に

確認をしておいて、その後、排水設備確

認申請書が出てくれば間違いなく検査も
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行きますから、正しくされていることが

確認できますが、それが数か月たっても

まだ出てこない、現地は建物が立ち上がっ

ているという状況があるようでは具合が

悪いので、そのあたりは定期的にその場

所の確認をさせてもらいながら無許可で

の工事防止に努めさせていただいている

つもりでございます。

　３番目の摂津市（仮称）鳥飼排水区基

本設計業務委託についてでございます。

今の委託内容を受けて見通しや問題点は

ないのかというお話でございます。確か

に当初の計画ではちょうど八町の中を流

れます三箇牧水路、この水路を使って今

の摂津ポンプ場まで持ってくる状況で計

画がなされておったわけなんですが、そ

れが不可能な状況になってまいりました

ので、それから上流域、三箇牧水路の上

流域の高槻市域までの間での鳥飼水路と

いうものがあります。その下には雨水管

渠は既に摂津市の雨水の幹線管渠も入っ

ておるんですけど、鳥飼水路も活用した

形の中で集中ではなく、今の八町のエリ

アから高槻市の市境の間で今度は分散し

た形で摂津ポンプ場へ取り込むルートが

できないものかということで、委託業務

で出させていただいて、先ほど委員がおっ

しゃるとおり、確かにそれをもっていこ

うとすると、用地買収これもわずか出て

まいります。それも含めましてそのルー

トの一番最適なルートの確認をするため

に、高槻市の水も入ってきますのでその

あたり高槻市の事業費等も発生いたしま

す。今現在高槻市とそのあたりでルート

の確認及び協議を進めておるというよう

な状況でございます。

　それと、集中管理室維持管理業務委託

でございます。指名競争入札という形で

実施はさせていただいております。その

状況の中で委員がおっしゃいますように

一般競争入札という形をとっていくとい

う、そのあたりも含めまして今後、もう

一度、財政課とも検討をしてまいりたい

というふうに思ってございますし、それ

が、先ほどおっしゃっていました管理の

あり方になってくるんだと思います。

　今現在、いろいろと新しい手法もある

とおっしゃっている状況の中で、取り組

ませてもらっている中、昨今の気象状況

において、大雨洪水警報にならなくても

局所的な集中豪雨が摂津市内で出ておる

という状況もございました。そんな状況

の中では、今の体制、やはりいつ何時と

いうような状況もありますので、内容に

ついては精査はしてあるんですが、やは

り年間２４時間張りつきの状況で対応を

させていただくというような状況でござ

います。

　今の委託業務も平成２２年度、契約の

折には契約内容の条件も、体制も少し見

直しをさせていただく中で、一応、年間

約４２０万円の削減が図れております。

平成１９年度の契約と、平成２２年度の

契約の内容につきましては約４２０万円、

これが削減をされたというような状況で

ございます。

　市民の安全・安心これを確保するため

に、どうしてもまだやはり２４時間体制

というのは少し外すというのは、非常に

我々も不安な状況でございますのでよろ

しくお願いしたいと思います。

　それと、テレメータの更新工事でござ

います。

　これにつきましては、一応、５年計画

という形で平成１９年度から実施させて

いただいてございまして、平成２３年度

までの５年間ということは今年度のテレ

メータの更新が終わることによって、す

べて更新が終わるという状況になってご

ざいます。
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○山本靖一委員長　原田委員。

○原田平委員　安威川流域下水道組合の

負担金について、関係市である北摂地域

の市と十分協議をして、維持管理費の負

担を低減か削減をしていただく努力を、

お互いの市に協議を求めながら話し合い

をしてやっていただきたいということを

申し上げておきたいと思います。

　それから、摂津市（仮称）鳥飼排水区

基本設計業務委託の問題、若干まだ問題

が惹起してくるだろうというふうに思い

ます。そういう中で、この事業は円滑に

進むように最大限の取り組みをしていた

だきたいと思います。

　集中管理室維持管理業務委託につきま

しては平成２４年度までこの業者がする

わけでありますが、長年に渡って、この

業者がずっと何十年やっておられます。

そういう状況をできた当時と比べまして、

そういった機械の精度も、良いものがで

きておりますので、いろんな方法を検討

して新しい機械も出てきておりますので、

そういったことも取り入れるとか、いろ

んな方法をしながら、経費の節減になお

一層、努めていただきたいと思っていま

す。

　テレメータの更新工事も平成２３年度

で終わるということでありますし、提言

をしたものとして、非常によかったと思っ

ております。

○山本靖一委員長　木村委員。

○木村勝彦委員　公共下水道事業整備人

口普及率あるいは水洗化率の問題につい

てお聞きしたいと思います。

　過去２０年間の間に人口普及率が一気

に上がりました。大変な資本投資をして

今日まで整備をしてきたわけですけども、

結局、整備をしても水洗化をきっちりやっ

ていかないと快適な生活環境を市民に提

供するということになっていかないと思

います。

　そういう点では、水洗化率の問題です

けれども、例えばいろんなケースがあろ

うかと思います。地主が別におって、建

物が自分のものであるケース、あるいは

また地主がおって、建物は他人名義で又

貸しをしてもらって住んでおるというよ

うなケースもありますし、そういう点で

はなかなか水洗化につながっていかない

というケースがあることは担当課でも実

態を知ってもらっていると思います。

　汲み取りでもない、また公共下水道に

も接続をしていない。一体どういう生活

実態なのか、トイレをどうしておられる

んだということで近隣の皆さんが大変不

思議に思っておられるというような例が

あることも承知されていると思います。

　実際に自分の持ち物である場合でも年

金生活で５万円ぐらいの年金でそういう

大きな投資をするということは不可能だ

ということで、できないという実態があ

ります。そういう点では、助成金や貸付

金を、もう少し見直して、手を差し伸べ

ていかないと、その人たちはそういう支

出を出すことは不可能であるというよう

なことになります。地主との関係もいろ

いろあろうかと思います。地主にどうい

う対応をしてもらえるかということも影

響してきますし、いろんなケースを想定

をして、市として水洗化ができない事例

について、これからどうしていくかとい

う考え方を持っておくべきだと思います。

　その辺のことについて、市としてその

ことまでは想定しておられないのか、や

はりある程度、そういうケースも想定を

しながら対応していかなければならない

と思っておられるのか、お聞きしておき

たいと思います。

　それから、安威川流域下水道維持管理

負担金、建設負担金について、とりわけ
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維持管理負担金の問題は、組合議会が解

散をされて、運営面では議員報酬等は無

くなってきますし、経費の削減につながっ

ていくと思います。以前の組合運営をさ

れておったときには、例えばオイルショッ

クのときには燃料をコークスに切り替え

ていったり、いろいろと工夫をしながら

運営管理をされていったというケースが

あります。できるだけそういう燃料費の

経費を抑えていこうということになって

おりましたけども、その辺のことについ

て、一元化運営されて行くことになって、

果たしてそういう独自の各処理場の運営

形態が従来と比較をして変化をしていっ

ている、あるいはその都度、適切な運営

をしながら経費の削減を努めて運営して

いくというようなことになっているのか、

その運営形態の維持管理面での以前の組

合運営の場合と一元化された後の運営と

の違いについてこの機会にお聞きしてお

きたいと思います。

○山本靖一委員長　渡辺次長。

○渡辺土木下水道部次長　それでは、木

村委員の水洗化率の向上に向けての御質

問に対してご答弁をさせていただきます。

　委員がおっしゃるとおり、私も周辺の

住民の方ともお話をさせていただく中で

実態を目の当たりにし、いろんなケース

があるというのは認識をいたしました。

やはり水洗化できない根源をそれぞれ探っ

ていかなければならないということは十

分認識をいたしたところでございます。

　今まで聞き取り調査もしながら、どう

すればよいのかというところまで踏み込

めてなかったと思います。そのあたりも

今後、他市の状況も踏まえながら我々も、

水洗化していただくのにどういう手法が

あるのかということも含めて聞き取りも

し、あと他市の状況も確認し、私も動か

せてもらいながら一時も早く改善できる

方向で進んでいきたいというふうに考え

ております。

○山本靖一委員長　石川参事。

○石川土木下水道部参事　安威川流域下

水道維持管理負担金について、組合が解

散され一元化の運営形態になったことで、

チェック機能が働かなくなるのではない

かという御質問でございます。我々もそ

ういった厳しい意見もいただく中で、我々

自身が安威川流域下水道負担金について、

もっと突っ込んでいろんなことをしてい

く必要があるという意識は持っておりま

す。

　確かに一元化にはなりましたけども以

前にも増して各市では厳しい意見を府に

対して出しますし、府からもいろいろ要

望がございますけども、それについても

各市が関係機関と連携しまして、市民に

説明できるのか、そういう観点から真剣

に議論をしております。

　そういった点では御心配されておりま

すけれども、以前にも増してチェック体

制は強化されたものと考えております。

○山本靖一委員長　木村委員。

○木村勝彦委員　水洗化率の問題ですが、

今日まで市として、そういうケースがあ

るという実態を踏んでおられたのかとい

うことを改めてお聞きしたいんですが、

私も初めて認識をしたんですけれども、

地主がいて、家主がいて、そこにまた借

家人がいてるということになってくると、

水洗化してもらうのはあくまでも家主さ

んです。そういうケースで、家主にまで

水洗化をしてもらうためのお願いに行っ

ておられたのかどうかをお聞きします。

　今まで私もそういうケースはあんまり

想定してなかったこともありまして、実

態として我々も含めて行政のほうもそう

いう家主のところまで水洗化のお願いに

行っておられるというケースはあんまり
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聞いたことはありません。だからそうい

う点では、そういうケースの想定をして、

家主さんのほうにもトイレの水洗化のお

願いに行っておられたのかどうか、お聞

きをしておきたいと思います。

　やはり市としてはそういうケースも見

逃してはいけないと思いますし、実態の

把握というものをきっちりとやっていく

べきだと思うんですけれど、その辺のお

考えについて一度お聞きしておきたいと

思います。

　先ほど申し上げましたように、この問

題は経済的な問題もあります。経済的な

理由から水洗化ができないというケース

は間違いなく存在します。やはり助成金、

貸付金の拡充ということも考えていかな

いと水洗化率が１００％になるというこ

とは不可能だと思います。

　その辺のことについては、今後の取り

組みとして行政としてはどういうふうに

考えておられるのか、その辺、改めてお

聞きをしておきたいと思います。

　安威川流域下水道の負担金に関係して、

私も組合議会の議長をさせてもらって、

そういう運営面のことについても勉強さ

せていただきました。先ほど申し上げま

したように、やはりそれぞれの下水道組

合が工夫を凝らして運営されておる中で、

一方では住民監査請求が起こったり、運

営面にいろいろ問題があるというような

指摘をされたケースもありますし、そう

いう点では、一元化をされて結局は維持

管理の負担が摂津市として以前に増して

どれだけ減ったのか、あるいは増えたの

か、その辺のことについてお聞きをして

おきたいと思います。

○山本靖一委員長　石川参事。

○石川土木下水道部参事　助成金、貸付

金の見直しということで、今現在、貸付

金の額につきましては、ほぼ改造に必要

な平均額だと思っております。助成金に

つきましては５，０００円という額でご

ざいまして、これも以前から変わらない

という中で、そういった見直しでござい

ますけども、見直す場合には当然そういっ

た費用等それに対応してどの程度の効果

が上がるのかということを十分に検討し

なければならないと考えております。

　確かに、水洗化困難な世帯というのは

ございますので、そこにどういうふうな

対応ができるのか、一つの転機となるの

が平成２５年度以降、新たな処理方法に

なったときに処理費はどの程度、かさん

でくるのか、こういったことも踏まえて、

助成金、貸付金の見直しを考えていきた

いと検討しているところでございます。

　安威川流域下水道の負担金について、

一元化による効果額というのを試算され

ておりまして、人件費で本市ベースです

と１，０００万円近く減額になっていま

す。さらに消費税の関係でも、今まで、

消費税の負担額が大きかったわけですけ

ども、一元化によりまして、流域の負担

金が係る消費税が控除されことになりま

した。この額が約３，０００万円でござ

います。安威川流域下水道維持管理負担

金における一元化による効果額というの

が４，０００万円ぐらいあるということ

でございます。

　やはり我々が安威川流域下水道の運営

ということについて本当に詳しく知ると

いうことがまず第一だと思っています。

そういった意味で一元化後、大阪府主催

ではございますけども、各流域において

処理場の見学であったり、いろんな問題

点等を府、関連市が集まって協議する場

を設けられております。

　今後もこういった取り組みを継続して

少しでもその負担金が減るように努力を

していきたいと考えております。
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○山本靖一委員長　渡辺次長。

○渡辺土木下水道部次長　水洗化率の向

上に向けてということで、私も今年から

下水道管理の仕事をさせていただいてま

す。以前、啓発という内容の中では、委

員がおっしゃるとおり、大きなマンショ

ン、このあたりについては啓発について

は家主のほうまで行っていたようです。

共同住宅等についても部分的には行って

いるんですが、完全に回り切れないとい

う状況がございます。

　そのような状況の中で、まさに先ほど

委員がおっしゃっていただいておりまし

たような特殊な事情もございます。やは

り一つ一つ確認していく、これが一番大

事だと思ってございます。未水洗化家屋

の実態調査も終わっていますので、その

あたりでエリアを決めながら再度、もう

一度、突っ込んだ状況の調査をする中で、

家屋所有者への啓発、これも進めてまい

りたいというふうに考えてございます。

○山本靖一委員長　貸付金、それから助

成金について、水洗化率向上に向けて、

この制度そのものはどうなのかというこ

とも問われていますので、答弁をお願い

します。

　藤井部長。

○藤井土木下水道部長　貸付金、それか

ら助成金制度の見直し等について、考え

なければならない転機としましては、正

雀処理場の機能停止がございます。現在、

し尿及び浄化槽汚泥につきましては、正

雀処理場で処理してもらっております。

既に表明されておりますように正雀処理

場は平成２５年度をもちまして機能停止

しますということで、この後、どうした

らいいのか、単純に考えますのは、本市

にございます一般廃棄物、要するにし尿

及び浄化槽汚泥の出る部分をなくせば処

理する必要は無くなります。簡単に申し

上げますと、公共下水道につないでもら

う方法でございます。今現在、助成金と

いうのは、１回申請していただきますと

５，０００円を助成しております、これ

は当初からの金額でございまして、単純

にはその金額を上げればつないでいただ

けるのではないかという議論を現在行っ

ております。

　それと、いつからするのか、行政は４

月１日とか、１０月１日の日付をよく使

いますが、例えば４月１日に制度が変わ

り、３月中に水洗化した方には５，００

０円だが、４月１日待てば、１０万円も

らえるとか、極端な話ですけど。そうい

うふうな、改正前後で不公平感が出ない

ような形でどういうふうに見直しをかけ

るか等につきましても今後、本当に見直

すことによって水洗化していただけると

いうことが望めるのであれば、取り組ん

でまいりたいと考えております。

○山本靖一委員長　木村委員。

○木村勝彦委員　助成制度が制定をされ

た当時の物価指数と今日では大きく変化

をしておりますので、そういう点ではや

はり時代とともにそういうことを見直し

ていくということが必要ではないかと思

います。今、水洗化の工事をすれば相当

まとまったお金が要ります。そういう点

では５，０００円の助成金がどれだけ市

民の負担を軽減しているかということは

疑問に思います。

　時代に応じた助成金制度、ただし、以

前に水洗化をされた方たちとの差という

ものもあります。その辺のバランスを十

分考えながら、時代に即応した制度に移

行していくということを考えていくべき

だと思います。部長から答弁もありまし

たし、今後そういう見直しをしていって

もらうということを確信をしながら質問

を終えたいと思います。
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○山本靖一委員長　暫時休憩します。　

　　　（午前１１時５２分　休憩）

　　　（午後１時　　　　　再開）

○山本靖一委員長　再開いたします。

　野原委員。

○野原修委員　他の委員の方から質問し

ていただいたので重複しない形で質問し

たいと思います。重複するところは視点

を変えて質問させていただきます。

　１点目、不納欠損について議論があり

ましたが、先ほどは平成１７年度分、平

成１８年度分に対しての取り組みについ

て答弁をされていました。それ以外の通

常の不納欠損を増やさないための取り組

みをどうされているのかお聞かせくださ

い。

　２点目、決算概要２５０ページのガラ

ンド水路親水施設管理事業でありますが、

せん定外委託料については平成２０年度

で１６８万円、平成２１年度でも１６８

万円、平成２２年度でも１６８万円と同

額になっております。この契約の内容を

お教えください。

　３点目、決算概要２５０ページのせせ

らぎ水路等清掃委託料についてです。平

成２０年度では２０７万９，０００円、

平成２１年度では１２９万７，９１０円、

平成２２年度では９２万９，９８５円に

なっております。毎年これは、研究され

たり、努力された形で委託料がこういう

形で減ってきております。減ってきてい

る内容と今後、どういう形で取り組まれ

るのかをお聞かせください。

　４点目、概要の２５２ページの不明水

対策調査委託料であります。平成２０年

度に予算が１，０３０万円のところで６

７２万円執行されております。また、平

成２１年度には９３４万５，０００円、

平成２２年度では７２５万７，６００円

執行されてます。これの内容と取り組み

をお聞かせください。

○山本靖一委員長　石川参事。

○石川土木下水道部参事　１点目の不納

欠損についてでございますけども、下水

道使用料につきましては約１，２３０万

円の不納欠損中、平成１７年度、平成１

８年度の未収問題に絡んでの不納欠損分

が６４８万円を占めています。残り、約

５８０万円は、水道部で徴収していただ

いてる中で不納欠損が生じたものでござ

いまして、年々この額が増えていってい

るということから平成２２年度から、水

道部と協議をいたしました。水道部にす

べてお任せということではなくて、下水

道担当部署も取り組んで、何ができるの

かということで協議をいたしました。

　水道部で取り組んでいただいている中

で、２年を超えて滞納されている方につ

いて下水道担当部署でも面談や文書によ

る催告等を行うことによって、少しでも

徴収額を上げていこうということで、今、

取り組んでいるところでございます。

　今後もこういった取り組みを継続し、

またより効果的な方法等について水道部

と協議を進めていきたいと思っておりま

す。

○山本靖一委員長　渡辺次長。

○渡辺土木下水道部次長　それでは、野

原委員の質問に答弁をさせていただきま

す。

　まず２番目のガランド水路親水施設管

理事業の内、せん定外委託料の委託内容

でございますけれども、ガランド水路沿

い、遊歩道沿いにございます樹木の剪定

作業、高木、中木、これを１１月の時点

で年１回の剪定を行ってございます。そ

れとあと低木の刈り込み、これを７月と

１１月の年２回の刈り込みを行ってござ

います。それとあと、施肥作業としまし

て肥料を３月に年１回でございます。
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　それとあと、ちょうどガランドで一番

剣先に当たるんですが、少し樹勢として

は弱っております枝垂桜の管理作業とい

うことで、根腐れ防止の空気を中に入れ

るような作業をしてみたり、いろいろと

今、試行錯誤しながらやっていくという

状況下にございます。

　それで、毎年大体同じようなサイクル

でやってございますので、１６８万円の

委託料としてほぼ横ばいの状態で推移し

ているという状況でございます。

　３番目のせせらぎ水路等清掃委託料と

いうことで、これにつきましてはオープ

ン当時から、せせらぎと申しますより、

ガランド水路の維持管理に対しての経費

ということでいろいろとご指摘を頂戴す

る中で、光熱水費等は余りさわることは

できないんですが、今のせせらぎ水路に

は水路の中の藻対策、これに非常に苦慮

していたという内容の中で、経費の推移

としましてはほぼオープン当初、約２，

０００万ぐらいかかっていた経費が今現

在何とか１，０００万円を割る状況下に

まで持っていけました。

　その主な内容は、水路の掃除でござい

ます。当初は、水路の底にこびりついた

藻をブラシでこすりとりながら年３回、

４回という形で作業をしておったものを

最近は藻の付着が安易にとれるようにと

いうことで、水路の底に、砂に近いよう

な細かさの砂利を敷き詰めることによっ

て水路の底と藻の付着を剥がしやすくす

ることと、社団法人摂津市シルバー人材

センターに日々の水路の清掃を委託し、

水路内の藻を毎日とっていただくという

ことによって、非常に藻対策としての効

果は上がったのではないかと考えていま

す。それだけでは、とり切れない部分も

ございますので、回数を減らす代わりに、

業者に横についた藻の清掃を平成２２年

度であれば年２回の実施をすることによっ

て経費の削減に努められたという状況で

ございます。

　４点目、不明水対策調査委託料でござ

いますが、この不明水対策の委託料につ

きましては、平成１５年度から予算とし

て計上させていただいてございます。内

容といたしましては平成１４年度に中央

処理場を管理する府から汚水管に流入す

る不明水という形で日最大降水量の２０

％、これを超える水が浸入しますと不明

水という扱いになりまして、それが流入

していたという状況がございます。その

対策を講じなさいということで、大阪府

の指導のもとに平成１５年度からこの不

明水対策調査委託料という形で実施をさ

せていただきました。

　平成１５年度から平成２２年度までを

もってほぼ調査のほうは完了してまいり

ます。それぞれの年で調査をさせていた

だいて不明水として確認できたものに対

してはその都度、修繕料等で対策を講じ

ながら進めさせていただくことによりま

して、現在は不明水の量としては、問題

となるような量ではなく通常の量まで抑

えることができていたという状況下にご

ざいます。

　それと、平成２０年度、平成２１年度、

平成２２年度の実績なんですけれども、

平成２０年度につきましては延長にしま

して３．４キロメートルの管路の調査を

させていただいております。管径が８０

０ミリメートル以上につきましては人が

入れますので目視調査をさせていただい

て、それ以下の管路につきましてはカメ

ラ調査という形の取り組みをさせていた

だきました。

　平成２１年度につきましても４．２キ

ロメートルの延長の管路の調査をさせて

いただいてございます。
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　平成２２年度では、３．６キロメート

ルの管路の調査をさせていただいたとい

うような内容でございいます。

○山本靖一委員長　野原委員。

○野原修委員　それでは続きまして質問

させてもらいます。

　不納欠損対策として、平成２２年度か

ら水道部と連携して新たな取り組みでこ

の不納欠損を増やさないという形でやっ

ていく場合に、やはり時効にかからない

ような形で、具体的にはどういう形の取

り組みをやっているのかをお聞かせくだ

さい。

　ガランド水路親水施設管理事業の内、

せん定外委託料の委託内容では、樹木の

刈り込み等をされて、それが同じような

面積で、同じような木の本数だから、大

体今の金額で継続しているという形で、

平均的にこの金額が要るという認識でい

いのかと思います。

　ガランド水路は地元の方と市の職員が

日曜日に出られて取り組みをされている

ので、この金額でおさまっているのかも

知れません。まさにこれは我が市が提唱

しております協働という取り組みで、市

の職員も汗をかくという形で、市民の方

もそれに協賛していただいて、施設をみ

んなで守っていくという努力をなされて

いると思います。

　今後ともこの取り組みは進めていただ

きたいと思います。皆さんが汗をかいて

おられるところはしっかり見えておりま

すので、今後ともよろしくお願いします。

　せせらぎ水路等清掃委託料も、砂利を

入れる等の工夫によって経費が圧縮でき

たということでした。これは、もう少し

早い取り組みをされていたら相当な金額

の市民の税税がもっと有効に他に使われ

たのかと思いますが、これだけ圧縮され

たということもこれは評価しますので、

今後とも取り組んでいただいて、子ども

たちが遊べる場、また市民の方は憩える

場としてこれからも保存していっていた

だきたいと思います。

　それから、不明水対策調査委託料であ

ります。これは、平成２２年度で検査が

終わるということですが、今後、不明水

に対する目視確認と合わせて、道路面の

陥没等から確認するということについて、

どのように考えられているのか、その辺

の見解をお聞かせください。

○山本靖一委員長　石川参事。

○石川土木下水道部参事　不納欠損に対

しての取り組みでございませますが、下

水道担当部署で平成２２年度から行って

おりますのは、市外に転出された方に対

しての催告でございます。不納欠損の内

訳を見ますと居所不明、転出先不明とい

うのが８割を占めているという状況がご

ざいまして、その居所がわからないばか

りに請求できない、結果として不納欠損

させざる得ないというような例が多くご

ざいますので、市外に転出された方につ

いて早目に下水道担当部署で催告をかけ

ていければ徴収できるのではないかとい

うことで今、取り組んでいるところでご

ざいます。

　その一部でも仮にお支払いいただけれ

ばその時点で時効中断します。そこから

また５年ということになってきますので、

こういったことを継続していくことで不

納欠損額を減らせるのではないかと考え

ているところでございます。

　また、水道部と協議をしておりますの

は、高額なもの、より効果を上げるため

に滞納額の大きいものについて優先的に

取り組んでいこうというなことを協議し

ているところでございます。

○山本靖一委員長　渡辺次長。

○渡辺土木下水道部次長　野原委員の御
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質問にお答えいたします。

　おっしゃるとおり、不明水対策調査委

託につきましては平成２２年度をもって

終了していくわけなんですが、何分、公

共下水道管、昭和４６年から埋設をして

おります、地下で目に見えない状況にご

ざいますので、陥没が起きてからでは困

るということの中で、この不明水対策委

託料とは別で下水道管渠内調査委託料と

いうものを上げさせていただいてござい

ます。こちらのほうで今の不明水対策と

は別に従来から布設が終わっております

管渠の古いものから順に管渠の状況、こ

の確認を進めておるところでございます。

　平成５年から平成１２年にかけて合流

区域の管渠の調査を終わらせまして、そ

れ以降、鳥飼区画整理内の雨水管渠を平

成１３年以降、今に至るまでずっと調査

をさせていただいたという状況下にござ

います。

　これにつきましては、やはり毎年毎年、

経年変化で管渠も老朽化してまいります

ので、このあたりは継続して続けていき

たいと考えております。

　それと、先ほどおっしゃいましたよう

に道路面から確認をするという内容です

が、同じ土木下水道部の中に下水道担当

部署と道路担当部署がございますので、

一緒になりながら、もう少し頻度も上げ

ながら調査を進めてまいりたいと考えて

おります。

○山本靖一委員長　野原委員。

○野原修委員　不納欠損のところで、居

所不明、転出先不明というのが８割を占

めているということでした。また滞納額

の多いところから取り組むということも

ありました。転出をされる前に何とか払っ

ていただくなり、督促という形で時効を

迎えさせないようにしていただきたいで

すし、本当に払えない方はそれなりの手

当をしていかなければいけませんが、逃

げ得は絶対許さないという取り組み、で

きれば転出されるときに市民課等で将来

的にチェックできるような形ができたら

一番いいんですけど、現状では人海戦術

でやられてるというのもよくはわかって

おりますが、やはりきっちり納めている

方が多くおられる中、逃げ得とか、ずる

をする人が得をするような形は絶対許さ

ないという取り組みを今後ともしていた

だきたいです。お聞きした中で、不納欠

損の内訳で居所不明、転出先不明という

のが８割ということにびっくりしていま

す。８割もあるんだったら、そこをもっ

ときっちりして、本来は平成２２年度か

ら始めるような作業じゃなくて、もっと

前から水道部と連携をとってやっていく

べきものだったと思いますが、平成２２

年度から始められて、今後きっちり効果

が出てくるような厳しい目線で取り組ん

でいただくことをお願いして質問を終わ

ります。

○山本靖一委員長　ほかに質疑はありま

せんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本靖一委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後１時２０分　休憩）

（午後１時２３分　再開）

○山本靖一委員長　再開いたします。

　認定第２号の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　宮川部長。

○宮川水道部長　認定第２号、平成２２

年度摂津市水道事業会計決算認定の件に

つきまして、目を追って、主なものにつ

いて補足説明をさせていただきます。

　それでは、決算書に基づきまして、そ

の内容をご説明申し上げます。
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　まず、決算書の１２ページをお開き願

います。

　平成２２年度摂津市水道事業報告書の

「１．概要」に記載いたしておりますが、

平成２２年度の年間総排水量は、１，１

０１万３，１２０立方メートルで、前年

度に比べ、３３万４，０４０立方メート

ルの減少となっております。年間、総有

収水量は、１，０３２万１０７立方メー

トルで前年度に比べ、１２万４，９６６

立方メートルの減少となっております。

　この主な要因といたしましては、景気

の低迷によります事業者並びに市民の方々

の節水対策等によるものと考えておりま

す。

　水源別内訳の排水量につきましては、

「別表１．年間総排水量」に記載いたし

ておりますように自己水の割合は、前年

度に比べ１．３ポイント低下し、全体の

３０．８％を占め、３３９万４，８４０

立方メートルとなっており、一方、大阪

府営水の割合は１．３ポイント上昇し、

全体の６９．２％を占め、７６１万８，

２８０立方メートルとなっております。

　また、１立方メートルのあたりの給水

原価につきましては１３ページの「別表

２．給水原価・供給単価の推移」に記載

しておりますように前年度に比べ６．３

％、１２円８銭低下の１７８円８４銭に

なっております。

　また、供給単価につきましても、３．

７％、７円５０銭低下の１９６円９０銭

となっております。これらは、受水費の

値下げや、人件費の減少等に伴い、低下

したものでございます。

　続きまして、２２ページをお開き願い

ます。

　「１．収益費用明細書（税抜き金額）」

についてご説明申し上げます。

　収益でございますが、款１、水道事業

収益、項１、営業収益、目１、給水収益

は、前年度に比べ、４．８％、２０億２

８８万２，３２２円の減の２０億３，２

０５万８，８２０円となっております。

これは、水道料金の値下げや、節水の影

響等により、水需要が減少したことによ

るものでございます。

　目２、受託工事収益は、前年度に比べ、

７３．７％、１，１５３万１３８円減の

４１２万１，９１７円となっております。

これは、南千里丘地区のまちづくりに伴

う受託工事収益が減少したものでござい

ます。

　目３、その他営業収益は、前年度に比

べ、３．３％、２９万３，６８５円減の

８５５万１，２７０円となっております。

これは、マンション等の新築及び建てか

え等の住宅開発に伴う設計審査や工事検

査の手数料が減少したこと等によるもの

でございます。

　目４、受託事業収益は、前年度に比べ、

１０．６％、３６８万７，５５０円減の

３，１０１万８，０５５円となっており

ます。これは水道部における下水道使用

料の徴収受託料の算定の内容を精査した

ことにより減少したものでございます。

　次に、項２、営業外収益、目２、受取

利息及び配当金は、前年度に比べ、４２．

８％、３６６万７，８０３円減の４９１

万２１６円となっております。これは定

期預金の金利の低下や貸付金の貸し付け

期間満了に伴い、貸付金利息が減少した

ことによるものでございます。

　目３、土地物件収益は、前年度と同額

の３１７万２，７５０円となっておりま

す。これは消防庁舎、鳥飼送水所ゲート

ボール場の土地使用料、及び、太中浄水

場ゲートボール場の施設使用料でござい

ます。

　目４、雑収益は、前年度に比べ、６６
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４．２％、７０３万７，８８０円増の８

０９万７，５４３円となっております。

これは、大阪府市町村互助会補給金にか

かる返還金があったこと等によるもので

ございます。

　目５、納付金は前年度に比べ、１６２．

５％、１億２９７万５，０００円増の１

億６，６３５万円となっております。こ

れは、南千里丘地区開発に伴う給水装置

の新設による納付金が増加したことによ

るものでございます。

　目７、他会計負担金は、前年度に比べ、

１８．５％、４２６万６，４５９円増の

２，７３４万８，５３８円となっており

ます。これは、水道料金の福祉減免相当

額を一般会計から負担金として収入した

もの、及び、下水道使用料に係るＯＡシ

ステム関係費用を下水道事業特別会計か

ら負担金として収入したものでございま

す。

　続きまして２３ページ、費用につきま

してご説明申し上げます。

　款１、水道事業費用、項１、営業費用、

目１、原水・浄水及び送水費は、前年度

に比べ、９．３％、９，０７８万１，８

１０円減の８億８，０９７万４，８１５

円となっております。これは、太中浄水

場や送水所の運営に係る、人件費、維持

管理費、動力費、受水費等の費用で減少

の主な理由といたしましては、大阪府営

水の料金値下げによる受水費の値下げや、

人件費の減少によるものでございます。

　２３ページから２４ページにかけまし

て、目２、排水・給水費は、前年度に比

べ、１．６％、２７３万６，６２７円増

の１億６，９２１万９，８９９円となっ

ております。これは、人件費のほか、夜

間及び休日における修繕業務の委託及び

漏水調査、耐震調査の委託、水道管漏水

による修理、給水管の切り替え工事等の

費用で増加の主な理由としましては、給

排水管の維持管理に係る修繕費等の増加

によるものでございます。

　目３、受託工事費は、前年度に比べ、

５０．３％、１，０８７万６，４９０円

減の１，０７２万９，６３６円となって

おります。これは、人件費のほか、給排

水管布設受託工事や受託修繕に伴う給水

装置の修理費や材料費等で、減少の主な

理由といたしましては、受託に係る工事

請負費等が減少したものでございます。

　２４ページから２５ページにかけまし

て、目４、業務費は前年度に比べ１．３

％、１４８万７，８９２円減の１億１，

０６１万４，４２５円となっております。

これは、人件費のほか、検針業務等に係

る委託料等で、減少の主な理由としまし

ては、人件費等の減少によるものでござ

います。

　２５ページの目５、総係費は、前年度

に比べ、１１．４％、３，０３２万２，

４０７円減の２億３，６７４万３，０６

７円となっております。これは、人件費

のほか、中央送水所施設管理業務やＯＡ

機器の保守、電子複写機等の借り上げ、

郵送料等の一般部局への負担金、その他、

水道事業運営に係る一般管理的な費用で、

減少の主な理由といたしましては、退職

給与金等が減少したものでございます。

　目６、減価償却費は、前年度に比べ４．

９％、１，６６８万２，２３９円減の３

億２，７２７万５，３４４円となってお

ります。この減少の主な理由といたしま

しては、機械及び装置、車両及び運搬具

等に係る減価償却費が減少したことによ

るものでございます。

　目７、資産減耗費は、前年度に比べ、

９．８％、２７万２，０９２円増の３０

４万７，３０７円となっております。こ

れは老朽化に伴い、浄水器やパソコン、

－27－



車両等の有形固定資産の処分を行ったも

のでございます。

　２６ページをご覧下さい。

　項２、営業外費用、目２、支払利息及

び企業債取扱諸費は、前年度に比べ、９．

３％減、１，１８９万２９９円減の１億

１，５９７万７，９１７円となっており

ます。これは平成２１年度までに借り入

れた企業債に係る支払利息でございます。

　目５、雑支出は前年度に比べ、１８．

１％、３９万２，４５８円減の１７７万

３１０円となっております。これ水道料

金過年度還付金等でございます。

　項３、特別損失、目１、特別損失は、

前年度に比べ、２４．３％、２７８万５

９５円減の８６７万８５円となっており

ます。これは水道料金の収納向上により、

減少したものの転出先不明や企業倒産等

による水道料金等の徴収不納分を過年度

損益修正分として、処分したものでござ

います。

　続きまして、「２．資本的収入支出明

細書」につきましてご説明申し上げます。

　款１、資本的収入、項１、企業債、目

１、企業債は、前年度と同額の３，００

０万円となっております。

　これは前年度に引き続き排水管整備事

業を実施するために借り入れた企業債で

ございます。

　項２、工事負担金、目１、工事負担金

は、前年度に比べ、３．４％、３万円増

の９０万円となっております。これは消

火栓３か所設置に係る工事負担金収入で

ございます。

　項３、貸付金、目１、貸付金は、前年

度と同額の５億円となっております。こ

れは６か月更新で貸し付けた５億円が期

間満了により返還されたものでございま

す。

　次に、２６ページから２７ページにか

けまして、支出についてご説明申し上げ

ます。

　款１、資本的支出、項１、建設改良費、

目１、施設改修費は前年度に比べ５２．

５％、５，４４９万９，０１５円増の１

億５，８３０万６，０１５円となってお

ります。これは、太中浄水場等の浄水送

水施設の改修については、中長期的な計

画に基づいて実施しており、平成２２年

度は、太中浄水場の受変電設備や電気計

装設備の更新工事を行ったものでござい

ます。

　目３、固定資産取得費は、前年度に比

べ、２３．０％、４０９万１２８円増の

２，１８４万９，０８４円となっており

ます。この主な理由といたしましては、

車両及び運搬具、機械及び装置の費用が

増加したものでございます。

　目６、排水管整備事業費は、前年度に

比べ、１２．２％、１，６８９万４，８

５３円増の１億５，４９９万２，７００

円となっております。この主な理由とい

たしましては、排水管布設や鉛給水管切

り替え工事に係る工事請負費が増加した

ものでございます。

　項２、企業債償還金、目１、企業債償

還金は、前年度に比べ、５％、１，５２

４万２，４１２円減の２億８，８１２万

６，１０３円となっております。これは

平成１６年度までに借り入れた企業債の

元金償還金でございます。なお、前年度

にありました貸付金５億円につきまして

は、貸し付け期間満了に伴い、平成２２

年度補正予算（第３号）、平成２３年３

月３０日の議決によりまして、全額５億

円を減額補正させていただいております。

　以上、決算内容の補足説明とさせてい

ただきます。

○山本靖一委員長　説明が終わりました。

　質疑に入ります。
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　藤浦委員。

○藤浦雅彦委員　まず１番目、使用水量

についてです。使用水量は平成２２年度

も前年度に比べて減っています。

　平成２２年度当初は大口の企業の利用

が大きく下がるという予測を立てられて

いました。人口は微増になっているので

すけど、それでも使用水量は減っている

ということでございます。その辺りの、

予測との乖離、経済不況の影響等の状況

をご答弁いただきたいと思います。

　２番目は、自己水と府営水の関係です。

先ほども説明がありまして、府営水比率

が高くなったということでございました。

　平成２２年４月からは、府営水の１立

方メートル当たりの料金が下がりました。

８８円１０銭から１０円１０銭下げられ

ました。承認水量は７５８立方メートル

でしたが、実際の給水量を見ますと７６

１万８，２８０立方メートルということ

で超えています。この影響についてご説

明をお願いします。

　３番目、給水原価についてです。これ

も説明がありましたが、平成２２年度は

給水原価が下がりました。平成２１年度

よりも１２円８銭下がって１７８円８４

銭ということになっています。太中浄水

場の夜間の業務が民間委託されたという

ことも影響があるだろうと思いますが、

その点について、ご説明いただきたいと

思います。

　４番目、太中浄水場の夜間民間委託に

ついてでございます。

　平成２２年度より太中浄水場の民間委

託がスタートしました。Ｔ社というとこ

ろが落札をされました。技術的な面や責

任の面において本当に大丈夫なのかとい

うことを随分議論されたと思うんですけ

ども、１年が経過してそういう心配され

た部分、業務の内容についてどうだった

のか、どう評価されているのかご答弁を

お願いします。

　５番目に人件費のことです。水道事業

年報で追っていきますと平成１５年が６

３人です。平成１６年の職員数適正化計

画を受けて、水道部で４６名を目指すと

いうことで、取り組みをされてこられま

した。平成２２年度ではそれをクリアさ

れて３９人の体制になっています。水道

部は技術集団ですから、そういう意味で

は、安全管理の面で、技術をしっかりと

持っておくとか、いろんな面である程度

の人数の考え方というのがあると思いま

す。そういう面から３９名という体制で

平成２２年はされましたけれど、安全管

理の面でも特に問題はなかったのかお聞

きします。それから、技術面でも、古い

人が多く辞められていますから、そうい

う技術の承継について特に問題なかった

のか、そういう面からもご答弁をお願い

したいと思います。

　それから６番目、特別損失でございま

す。平成２２年度特別損失約８６７万円

となっていますが、その内容について説

明をしていただきたいと思います。特に

不納欠損等では会社の倒産等、平成２０

年、平成２１年度に比べても減少してい

るという傾向もありますし、分析を加え

ながらご答弁をお願いします。

　７番目、鉛管給水管の切り替えについ

て聞いておきたいと思います。

　平成２２年度の鉛管取り替え件数は９

１件ということでございましたけども、

これで全体の何割が完了したことになる

のか教えていただきたいと思います。

○山本靖一委員長　東角参事。

○東角水道部参事　１番目の使用水量の

減についてでございますが、平成２１年

度末に大口の水道使用者Ａ社が漏水を修

理されましたことにより、平成２２年度
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当初から、Ａ社におきまして約２５万立

方メートルの使用水量が減になっており

ます。ちなみに２５万立方メートルで１

億１，０００万円ほどの収益減というよ

うなことになっております。

　人口増につきましては確かにおっしゃ

いますように南千里丘の開発によりまし

て、幾分か回復しておりますが、その収

益自体は平成２２年度の後半３月以降の

入居ということになっておりますので、

ほぼ収益については反映されていないの

が現状でございます。

　それから、３番目の給水原価でござい

ますが、給水原価につきましては、おっ

しゃいますように大阪府営水が８８円１

０銭から７８円に減となりましたので受

水費におきまして決算ベースで税抜きで

ございますが８，４８４万３，６６８円、

平成２１年度と比べまして減となってお

ります。

　それから、全体の水道事業費用につき

ましても、おっしゃいますように平成２

１年度当初の定数が４６名でございまし

たが、平成２２年度末におきましては３

９名です。平成２２年度の当初では定数

は４０名でございましたが、平成２２年

度途中退職者が１名出たもので最終的に

は、平成２２年度決算ベースでは３９名

という形になっております。したがって、

退職者の人件費分、平成２２年度の決算

で、税抜きでございますが７，８８０万

８，６４０円の減となったものでござい

ます。

　これが大きく反映されまして、給水原

価につきましては、平成２１年度が１９

０円９２銭だったものが、平成２２年度

には１７８円８４銭まで下がったもので

ございます。

　それから、５番目の人件費について、

平成１６年度以後の人員の問題でござい

ます。平成２２年度は、目標である４６

名をクリアして、年度末では３９名の体

制となっております。この件につきまし

ては、先ほども申し上げておりますとお

り、平成２１年度から平成２２年度まで

で５名の退職者の内、太中浄水場におき

まして４名の減となりました。技能労務

職員につきましては退職不補充というこ

とでございまして４名の減となっており

ます。

　その太中浄水場での夜間の監視業務に

つきましては、常勤の職員４名減を委託

でカバーするというような形になってお

りまして、太中浄水場におきます技術の

検証の面では、まず総務課の入札に関し

ましても、太中浄水場の委託に関して、

事前審査型入札と申しますか、まず基本

的な技術要件をそれぞれ提案していただ

いて、それぞれ提案していただいた各社

にヒアリングを行いまして、こういうこ

とができますか、できませんかというと

ころをすべて確認した上で、入札という

ような形をとらせていただいておりまし

て、技術の検証という面につきましても

一定の、委託仕様書をつくらせていただ

いておるところでございます。

○山本靖一委員長　原次長。

○原水道部次長　２番目の自己水と府営

水の関係についてですが、平成２２年度

については自己水が減っているというこ

とで、府営水が少し増えております。く

み上げ量が少なくなった井戸がありまし

て、その分、府営水を余分に入れたこと

が原因です。平成２２年度の承認水量は

７５８万立方メートルですので、それを

超えた分についてはどうなるのかという

ことですが、その場合、承認水量分は払

いまして、増えた分についても払うよう

な形になっております。

　４番目の太中浄水場の夜間民間委託に
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つきまして、平成２２年度４月より今ま

で職員で２４時間勤務していたものを夜

間民間委託いたしました。技術的な面や

責任の面において大丈夫かということで

すが、１年経って、今のところ、きちん

とした勤務状態でありますし、大きなト

ラブル等も今現在、ございません。スムー

ズに進んでいるという評価をいたしてお

ります。

　７番目、鉛管給水管の切り替えについ

て、平成１５年に水道の水質基準が変わ

りまして、私どもの実態調査したところ

大体１万３，０００件ほどありました。

それで先ほど委員おっしゃっておられま

した平成２２年度の９１件、これは鉛管

対策という鉛給水管切り替えだけの工事

なので、それ以外で新しい新築等、それ

から整備で本管を替えるときに一緒にやっ

ている工事、それから配水・給水・ポリ

対策といろんな形で件数は出てますけど、

そういった中で全体として、平成２１年

度については４７７件でありましたけど、

平成２２年度については全体をあわせて

５６３件の鉛管解消をしております。現

在のところ５，２８０件ほどの解消をし

ておりますけど、まだ残存が約７，９０

０券残ってます。

　鉛管整備計画では、当初は平成２６年

度の計画でしたが、３年延ばしまして平

成２８年度には何とか解消したいという

ふうに計画しております。ただ、平成２

８年度までに事前に、再度見直しをかけ

て財制の関係も含めて検証したいと考え

ております。

○山本靖一委員長　林課長。

○林営業課長　６番目の特別損失特別損

失の内容についてご説明申し上げます。

　税込の９１０万３，５８９円の内訳で

すが、転出先不明による対象者が４５２

者、それから会社倒産等で２０者、本人

死亡によるもの４１者、合計５１３者と

いう形になっています。

　ご指摘の会社倒産等の状況なんですが

対象になるのが平成１７年度の水道料金

を対象にして不納欠損処理をしておりま

すので、現状で会社の倒産が減少になっ

ているという部分ではここにすぐ反映さ

れてないのかと思います。

　あと、会社倒産等でくくっております

が、個人の破産宣告等による法的な処理

の分がここに含まれておりますので、正

確な資料を今、手元に持っておらないの

ですが、個人による分が約６件、この中

に含まれていたかと思います。

○山本靖一委員長　藤浦雅彦。

○藤浦雅彦委員　１番目、使用水量につ

いてはわかりました。これはこれからも

多分減少する方向になるんでしょうけど

も、よく先を見通しながら、取り組みを

進めていただきたいということでお願い

しておきたいと思います。

　２番目、自己水と府営水の関係ですけ

ど、井戸のくみ上げ量が少なくなったた

めに府営水を増やしたということでご答

弁いただきました。その詳細と自己水の

確保ということについてお聞かせ下さい。

　それから、３番目の給水原価について

は大阪府営水よりも、太中浄水場でつく

られる井戸水のほうが安いということだっ

たので、太中浄水場の水を使っていくよ

うにするべきではという提案をさせても

らいましたけれども、大阪府営水が８８

円１０銭から７８円に減となりましたの

で、どういうことになってくるのか教え

ていただきたいと思います。

　４番目、太中浄水場の夜間民間委託が

始まったということで、実際１年間経っ

て特に問題なくできているということで

ほっとしたのですけども、技術の継承と

いう部分については問題ないのでしょう
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か。技術をきちんと発揮してもらうのは、

当然のことなんですけど、市の水道部と

して、委託を進め、人数を減らしたとし

ても、内部に技術を蓄積したものを持っ

ていて、いざというときには、管理体制

が発揮できるようにしておかないといけ

ないという観点で、３９名体制で危機管

理も市の水道部でできていますか。この

件について、ご答弁お願いしたいと思い

ます。

　それから、平成２２年度当初予算の審

査の中で、今後の、太中浄水場等の民間

委託の拡大については、例えば、土曜日、

日曜日、休日の昼間の運転委託等につい

ては検討する余地があるという答弁があ

りましたけれども、そういったことにつ

いては、どういう検討をされているのか、

お願いします。

　それから、６番目、特別損失について

はわかりましたけども、少しでも、これ

は少なくするように、しっかりご努力を

いただきたいということにしておきたい

と思います。

　また、７番目、鉛管給水管の切り替え

も大分残っているということでございま

すし、計画性を持って、これからもしっ

かり取り組みを進めていただきたいとい

うことでお願いしておきたいと思います。

○山本靖一委員長　答弁を求めます。

　原次長。

○原水道部次長　自己水減少の詳細と、

自己水の確保ということについて答弁申

し上げます。自己水が減少する原因となっ

たのは４号井戸で、本来でしたら２，５

００立方メートル上げていましたけど、

昨年９月に急遽、砂がまじるような状態

になりまして、水処理において白濁する

ような状態になりました。そういった中

で、取水量を一たん下げて、しばらく調

査をしたところ、余り取水量を上げると、

砂がまじるということで、今現在１，２

００立方メートルに落としました。そう

いった中で昨年、その期間、自己水が足

りない場合は太中浄水場に中央送水所か

らΦ３００ミリメートル管で府営水を送

水するようになっていまして、それが自

己水が減って、府営水が増えた原因であ

ります。３号井戸については、７００立

方メートルから８００立方メートルしか

上がってませんでしたけれども、今度３

号井戸を補強工事することによって、ま

た２，０００立方メートル以上の取水が

見込めるということで、そういった中で

自己水を確保していくということのご理

解をお願いしたいと思います。

　それから、太中浄水場の夜間民間委託

の件で、技術の継承はどうなのかという

ことでありましたけれども、平日の朝か

ら終業までは職員が勤務していますし、

何かあったときには職員の技術だと、私

は認識しておりますので、これだけの確

保はしていきたいなというふうに考えて

おります。

　それから、平成２３年度４月から、日

曜、祝日の昼については委託しておりま

す。

○山本靖一委員長　東角参事。

○東角水道部参事　大阪府営水と、太中

浄水場でつくられる井戸水の給水原価に

ついて、大阪府営水は平成２３年度以降、

単価が７８円になっておりますので、ど

ちらが将来的に、有利か、経済的かとい

うご質問です。まだ試算の段階でござい

ますが、太中浄水場で水をつくる際には、

動力費が年間で７，０８７万８，０００

円かかります。これは平成２１年度決算

の税抜きの金額です。それから、水をつ

くるための、薬品でございますが、年間

１，７６８万８，１４９円を購入してお

ります。それと太中浄水場の現時点での
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施設整備計画を約２０年間で計算します

と、太中浄水場での建設改良費用が３３

億４，３２１万８，０００円。これに薬

品をもし２０年使ったとしますと、現状

のままよりも多分減っていくんですけれ

ども、とりあえず今の平成２２年度で計

算しますと、３億５，３７６万円になり

ます。それから動力費につきましては、

太中浄水場でつくられております水に実

際は、大阪府営水の２０％を混入してお

りますので、動力費も年間７，０８７万

８，０００円を２０年かけまして、それ

を８０％ではなく、７分の４で動力につ

いてはカウントさせていただいておりま

すが、それで約８億円ほどかかります。

物価や人件費が上がれば太中浄水場の水

の給水原価がもちろん影響を受けますの

で、この金額が、まだ正しいとは言えな

いのですけれども、これを年間、太中浄

水場で３００万立方メートル、しかも２

０年で平均して割ってみますと、今の計

算で申し上げますと約７５円というよう

な結果になっております。ただ、もう少

しいろんな送水管でありますとか、基幹

の配水管でありますとかの按分をきちん

としていかなければいけませんので、大

体それぐらいということです。厳密に計

算した額がその上に行くのか下に行くの

かは、まだ計算できていない状態でござ

います。

○山本靖一委員長　藤浦委員。

○藤浦雅彦委員　太中浄水場の、３号井

戸を改修されるということで、取水量を

回復させるということで理解しました。

　あとは太中浄水場の給水原価を概算で

求めていただきましたが、７５円という

ことですと、府営水が今１０円下がって

７８円ということになりますので、金額

が近づいてきていて、以前の水道企業団

の見通しの中では、これからも、また値

下げもあり得るということになっていま

したので、そういう意味では非常に微妙

な金額です。太中浄水場というのは自己

水ですから、そういういざというときの

ための水源でもありますが、やっぱり考

え方も変わってきますから。これは太中

浄水場についても、できるだけ、これか

らも経費削減をしっかりとやりながら、

水単価を安価に、そして安全な水がつく

れるように今後とも、しっかり努力をし

ていただきたいということをお願いして

おきたいと思います。これは要望にして

おきます。

　それから、職員の体制の話ですけども、

３９名体制ということで、これは太中浄

水場の職員が結局お辞めになりましたけ

ど、退職された人を再任用されています。

太中浄水場についての技術も一応継承さ

れているという部分もあるのでしょうけ

れども、こういう方もやがて、いらっしゃ

らなくなるということになりますし、本

当に３９名だけで、これからも減らされ

るかもわかりませんけれども、少人数で

しっかりと技術を習得して、しかも若い

世代に入れかわっていくということを、

これからやっていかないといけないとい

うことになりますし、そう意味では一人

一人がしっかりと技術を習得して、蓄積

をしていかなければならないということ

を意味していますので、技術集団ですし、

どうか、そういう意味では、そういうこ

とをしっかりと見据えて一人一人がしっ

かりと能力を発揮できるように技術をしっ

かり蓄積できるようにしていただきます

ようにお願いをして、質問を終わります。

○山本靖一委員長　ほかにありませんか。

　原田委員。

○原田平委員　それでは質問をいたしま

す。

　１番目、３月１１日に発生をいたしま
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した東日本大震災におきましては、東北

地方に甚大な被害をもたらしました。ま

た、台風１２号及び１５号では、近畿の

和歌山、奈良においても集中豪雨のため

に大洪水を起こして地域住民に多大な被

害を与えたところであります。とりわけ、

ライフラインにつきましては、施設が損

壊をしたり、あるいは機能が停止になっ

たところもあります。このような災害は

本市においても、いつ起こるかわかりま

せん。したがって、そのときに水道施設

の被害を少しでも少なくするためには早

急な耐震化が必要だというふうに考えて

おりますが、平成２２年度において、こ

れまでの経過を踏まえて、水道施設の耐

震化の状況を、まず、お聞かせをいただ

きたいと思います。

　２番目、先ほどのご質問も出ておりま

したが、水道管の漏水の問題が惹起をし

てまいりました。決算概要１８６ページ、

給排水管維持管理事業の調査業務委託料

で水道管漏水調査をされておりますが、

その内容、状況等についてお尋ねしたい

と思います。

　３番目、納付金について、平成２２年

度は大幅に増えております。その内容に

ついてお尋ねをいたします。

　４番目、今後の財政計画の見通しにつ

いてでありますが、決算書の中において

も、「水需要が減少傾向にあることから、

収入においては基幹収入である給水収益

の減少が予想されます。一方、支出にお

いては今後予定している施設改修事業等

に伴う減価償却費の増加が見込まれるな

ど、水道事業をとりまく環境は厳しい状

況が続くと予想される」と明確に記載を

されています。そういう中で耐震化、あ

るいは危機管理の重要性が求められてい

ると思いますが、平成２２年度の決算を

出されて、どういうようなお考えをお持

ちなのか、お尋ねをいたします。

　５番目、東日本大震災による、周辺地

域の原子力発電所の被災に伴いまして、

放射能が拡散する事態となりました。そ

ういった意味から、東京都を始め水道水

に対する安全性が求められています。本

市において、酸性雨や、あるいは地下水

の汚染等いろんな問題があろうかと思い

ますが、本市の対応、安全な水を供給す

るための対策をどのようにとられている

のか、お尋ねいたします。

　６番目、先ほど、藤浦委員が質問され

ておられましたので、少し重複するかも

しれませんが、人件費の問題についてで

す。適正職員数を４６名と設定をされた

ということで、平成２２年度末には３９

名体制になったということであります。

先の大震災に対してまして、市職員の貢

献、その仕事ぶりが大きく評価をされて

います。そういう意味で、先ほどもござ

いましたように、これまでの技術の取得

や、あるいは安全管理、そして公共サー

ビスを守る、こういう観点から、非常に

重要だというふうにも考えておりますし、

予定計画の人員を大幅に下回っていると

いうことは、そういったことを守ってい

くためにも、まだ私は不十分だというふ

うに考えておりますが、これについては

今年度２３年度４月に着任をされました、

宮川水道部長に、まだ７か月でございま

すけれども、水道部の業務に携われて、

どのような思いをお持ちなのか、お尋ね

いたしたいと思います。

○山本靖一委員長　原次長。

○原水道部次長　１番目の耐震化の状況

について答弁申し上げます。東日本大震

災において、我々水道部の職員も十数名

応援に行かせていただきました。そういっ

た中で、水道等、ライフラインの見直し

は大事なのだと感じられます。そういっ
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た中では、私どもは、１日も早く耐震化

を進めていきたいと考えているところで

あります。施設といいましても、浄水場、

送水所、そういった基幹施設の耐震化、

もう一つは、そこから各家庭に水を配っ

ている配水管と、大きくまとめると２種

類あると思います。そういった中で、大

きい施設については、平成１５年度から

耐震計画を立てまして、今現在、３５施

設の内、１４施設が耐震改修済みであり

ます。配水管につきましては平成２２年

度において大体１７．６％ぐらい、現在

進んでおります。配水管については総延

長で大体２３０キロメートルありますの

で、大体１７．６％といいますと４０キ

ロから４１キロぐらいが完了したことに

なると考えております。そういった面で

は整備計画も立てながら、早急に耐震化

率を上げていきたいという希望でもあり

ますし、第４次総合計画の中にも目標と

しまして、平成３２年までに、２８．３

％、を目標にしています。これは財政状

況が許せばそういう形でやっていきたい

と考えておりますので、よろしくお願い

したいと思います。

　２番目、水道管漏水調査については、

平成２１年度からさせていただいていま

す。昨年も３１キロ、これはまだ、本管

関係をやっているところでありますけど、

昨年については、漏水調査によって近く

の水路等に流れていた場所が、３か所発

見されております。今後さらに、本管が

終われば、ブロック割をしながら、各家

庭に行っている給水管、これについても

漏水調査をしていきたいと考えておりま

す。

　３番目の納付金については、南千里丘

地区開発に伴う給水装置の新設による納

付金が増加したことによるものです。平

常ですと６，０００万円から７，０００

万円の予算を上げていますけど、南千里

丘のまちづくりの関係で増加いたしまし

た。今後、新たに高層マンションもでき

ると聞いております。そういった中で、

そのときには、納付金で約７，０００万

円を増加を見込んでおります。それ以後

については、吹田操車場跡地等々の開発

が出てくれば、また納付金が、その都度

増えると考えております。

　それから、放射能対策なんですけれど、

福島県の原子力発電所の事故以降、大阪

府では、放射能検査をしています。自己

水については、地下１５０メートルある

いは２００メートルの深井戸ですから、

基本的には放射能の影響は、薄いと聞い

ております。４月２５日、７月１４日、

９月１３日に正雀４丁目の市民図書館の

あたりで自己水について、鳥飼上で大阪

広域水道企業団から受水している水道水

について放射能検査をさせていただいて

います。

○山本靖一委員長　東角参事。

○東角水道部参事　今後の財政計画につ

いてでございますが、昨年の５月２０日

の建設常任委員協議会、あるいは６月の

定例市議会で、お示しをさせていただい

ております施設計画、太中浄水場の施設

整備計画におきまして、委員がおっしゃ

いますように、平成２８年と平成２９年

度に約１１億４，０００万円の太中浄水

場の中央監視システム等整備の施設改修

計画がなされます。それと、昨年にお示

しさせていただきましたなかでは平成２

８、平成２９年度に１１億４，０００万

円を施設整備計画に回しますと、平成３

０年度に、赤字が見込まれるという状態

でございました。平成２２年度の決算に

つきましては、純利益が４億２，０６０

万円と例年２億５，０００万円から３億

円程度の黒字を出す経営方針で、臨んで
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きておりまして、その点から申し上げま

すと、純利益が４億２，０６０万円と、

約１億円程度、思っていた金額よりも増

えております。これをもとに、概略で計

算いたしましたものでございますが、平

成３０年度、平成３１年度までを計算い

たしますと、平成３０年度において、や

はり、かなり厳しい財政状況になること

が見込まれております。現在の状況を申

し上げますと、企業債が約４０億円ござ

いまして、年間４億円ぐらい元利を償還

しております。一般家庭で例えましても、

ローン返済が収入の約２０％を超えると、

なかなか返済が厳しいかと思います。今

４０億円で、ようやく４億円を切れる見

込みになってきております。そのような

状況で、施設整備計画については、耐震

化でありましたり、鉛管対策、さらに加

えまして、太中浄水場の施設整備計画も

していかなければなりません。今後、委

員がおっしゃいますように耐震、老朽化

対策というものが主になってくると思わ

れますが、毎年２億円ないしは３億円の

黒字を出すような経営努力をいたしまし

て、何とか平成３０年度を乗り越えてい

きたいと考えております。

○山本靖一委員長　宮川部長。

○宮川水道部長　組織の体制、この内容

についてであります。私もこの４月に水

道部へ着任したという状況の中で、正直

申し上げまして、下水道担当部署の状況

のときと、今の水道担当部署の状況では

違いがあるように思います。水道の場合

は、やはり、安心安全な飲料水を安定的

に供給する、それをどう継承していくか

というところが一番大事だと思います。

まず、浄水場についてです。現状のとこ

ろ職員１１名、それと再任用職員２名で

運営しているという状況でございます。

この浄水場の中で今民間委託しています

夜間の運営、この分につきましても確認

はさせていただいたところでは、委託業

者と、それから職員の中でも引き継ぎを

毎朝、きちんとされています。夕方は見

ておりませんけれども、やはり夕方にお

きましても、そういうふうな形で、どう

いうふうな状況の水質管理できたかとか、

あるいは、この時間帯に薬品を投入した

とか、ですから、そういう形の中での継

続をしてくださいよという継承、これを

きちんとしていますから、これが揺るが

ない間は私は浄水場での整備、これは問

題ないかと考えます。ただ、あと施設の

維持管理をどれだけうまくできるか、や

はり、この辺に、できるだけコストをか

けない状況の中で長く安定した状況を使

えるか、このあたりでも把握するのも本

市の職員の務めかなと思っています。で

すから、そういう日常点検をきちんとし

ていただく、それが今後の継承の問題だ

と考えています。総数的に４６名が適正

職員だというような形で発せられている

状況、それで平成２３年、現時点で言い

ますと、現員３８名と、大きく後退して

いる状況にございます。ただ、今ここで

後退はしておりますけれども、その中で

退職者に再任用でのバックアップをして

いただいているという状況、ですから、

今後、再任用職員が退職していく、そう

したときの穴埋めをどうするのかが問題

でありまして、今、私の思いの中では、

新規職員をやはり技術職であり、あるい

は経理担当であり、そういう他部門に渡っ

て採用して今後の安定給水のために継承

できることを願っているという状況でご

ざいます。今のところ、浄水場の施設に

ついては、ことしも退職者は発生します

けれども、今のところ、担当のほうから

確認しているところでは、要は再任用の

バックアップ、私の中で今のところ、何
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とかいけるということを言っていますの

で、その風化しない状況の中で、次の体

制を考えていかなければならないと考え

ているところでございます。

○山本靖一委員長　原田委員。

○原田平委員　水道施設の耐震化を、や

はり急がなければならないというように

思っているわけであります。今現在、３

５施設の内、１４施設が耐震改修済みと

いうことで、半数にもいっておりません。

配水管については総延長、約２３０キロ

メートルの１７．６％ぐらいということ

であります。河川等に配水管が横断をし

ている状況で、地中にある場合にあって

は、水害等については何とか行けると思

うのですけども、やはり河川等を横断し

ているような配水管については、安全対

策を強めなくてはならないと思いますし、

耐震化をきちんとして、震災に備えてお

かなければならないと考えますので、今

後前倒しでもいいですから、進めていた

だきたいということを要望しておきたい

と思います。

　漏水調査については、３か所発見でき

たということでありますから、今後やは

り、充実をさせながら、安定的な供給を

進めていただきたいということも要望し

ておきたいと思います。

　納付金につきましても、理解をいたし

ました。なお、今後さらに開発等によっ

て、増えてくる分もあるかと思いますし、

安定給水のためにも。やはり体制を整備

しなければならないというふうに思いま

す。これも要望しておきたいと思います。

　放射能の検査をやっているということ

でありまして、感心をいたしました。先

ほど申し上げましたように地下水汚染も、

心配されますので、そういった検査体制

を充実をさせていただきますようにお願

いしておきたいと思います。

　今後の財政計画については、先ほど申

し上げましたように、厳しい財政状況の

下で、安定的な財政をきちんとつくり上

げていただきたいと思います。

　最後に職員の問題でありますが、これ

は労働組合との話し合い等もあろうかと

思いますが、やはり先ほども出ておりま

したように、技術の習得は、１年２年で

できるわけでもありませんし、大事な市

民の財産、施設を守っていくことが大事

であります。ただ単に民間に任せればい

いということではなくして、非常事態が

あった場合に何としても職員が、先頭に

立って頑張っていただくわけであります

から、公共サービスのが重要性というも

のを、より一層認識をしていただいて、

人員配置については対処していただきた

いということを要望しておきたいと思い

ます。災害現場で活躍されておられる水

道部職員の現状を踏まえて対処していた

だくことを要望して、終わります。

○山本靖一委員長　木村委員。

○木村勝彦委員　府営水の値下げ、とい

うのも、それだけ値下げをするだけの、

余裕ができたということだと理解をして

おります。摂津市の承認水量の問題もあ

ろうかと思うのですが、以前にも承認水

量を下げていく提言をしながら承認水量

が低下したという事実がございます。そ

のことを摂津市の水道部として働きかけ

をしていくということで承認水量を減ら

す中で、自己水を増やしていって、費用

負担を軽減しているということにしてい

くことが必要だと考えますがその点につ

いて答弁をお願いいたします。

　それから、平成２２年度摂津市水道事

業会計決算審査意見書を読ませていただ

きますと、その結びの中に今年度の収益

的収支は４億２，０６０万６，０００円

の純利益を生じ、前年度からの、繰越利
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益剰余金をあわせて１０億２，６９９万

７，０００円の当年度末処分利益剰余金

を計上することになったとされておりま

すし、平成１４年度から、９年連続の黒

字決算となり、利益幅も安定的に推移し

ているとされております。また、純利益

額は昨年度と比較して、１億５，０００

万円増加しで、４億円を超えるまで回復

しているということになっております。

　そういう状況の中で、摂津市民の中の

多くの意見として、摂津市の水道料金が

高いという声があることは間違いなく事

実でありますから、剰余金を出している

財政状況の中では、市民に還元をしてい

くという観点からすれば、水道料金の値

下げもあってしかるべきではないかなと

思うんですけれども、この辺の部分につ

いてご答弁をお願いしたいと思います。

○山本靖一委員長　東角参事。

事業団との関係です。承認水量と水道料

金の値下げの２点について答弁をお願い

します。

　東角参事。

○東角水道部参事　承認水量でございま

すが、平成２１年度は７５８万立方メー

トルで、平成２２年度では、７１８万立

方メートルです。これは大口の使用者の

使用水量が減となることによりまして、

大阪府との間で承認水量が下がったもの

でございます。今後、自己水と、それか

ら大阪府営水のバランスをどのようにと

ればいいのかという問題も、現在内部で

議論を始めておりまして、自己水のほう

が、今の計算では、人件費が上がってい

かなければ安いという状態でございます

けれども、このバランスが圧倒的に自己

水が、得やすいということでありました

ら、その水を活用させていただくことで、

今後、水道事業の安定的な経営が図れる

というふうに考えられます。

　現在、太中浄水場内で、井戸の取水量

を上げていきますと、片方で上げますと

片方では、それほど上がらないというよ

うなことがあり、同じような水脈がなか

にあるからではないかと考えられます。

内部では、いろいろ議論をしているので

すけれども、そのような状態を考えます

と、最大で４００万立方メートルぐらい

が限界で、それも毎年約５％なり１０％

なり、水を引き上げる力が落ちてきます

ので、そうしますと、また、太中浄水場

の井戸の新しい工法を用いて、揚水量を

上げるということで、経費にもはね返っ

てきますので、確かに、現状で申し上げ

ますと、自己水をできるだけ確保して大

阪府営水の承認水量を減らしていくとい

う考え方が、一つの考え方というふうに

考えられます。ただ、現状、揚水率が下

がっておりますこと、それから、確かに

年間約１０億円ぐらいの未処分利益剰余

金が、これは資産、総資産から、負債と

資本のバランスがちょうど、イコールに

なりますので、資本の内の剰余金の部分

が１０億円ほど、発生しております。非

現金取引も含みますので、その内、約６

億円ぐらいが毎年繰越利益剰余金で

条予算のほうで使う分として、残していっ

ております。これも確かに見かけ上はそ

れで健全財政を保っているところでござ

いますが、やはり、将来の１１億４，０

００万円の原資をどこかで、蓄えていか

ないと、平成２８年、平成２９年を乗り

切れない、というようなことがございま

して、繰越利益剰余金を丸々を財源とし

て考えた場合に、活用はもちろんさせて

いただいているのですが、それを当てに

できるというような状態ではないと考え

ております。１０年ぐらいのスパンで見

ますと、やはり資本的支出へのほうでも、

毎年５億円ほどの赤字が出ますので、未
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処分利益剰余金を出して、それで、減債

の積立金で２億円、それから、建設改良

の積立金として、約１億５，０００万円

以上を積み立てていかないと、結果、耐

震化のほうへ、お金を回していけないと

いうのが現状でございます。確かに６億

円というのは大きな金額ですので、現状

で平成２７年度までは何とかうまく回し

ていきたいと考えています。ただ、平成

２８年度、平成２９年度を越えた時点で

は、かなり財政的に厳しくなるのではな

いかと、計算されているのが現状でござ

います。

○山本靖一委員長　平成２２年度は府営

水となっているのですが大阪広域水道企

業団に変わっていきましたので、承認水

量の交渉の仕方もこれから変わってくる

と思うのですが、その辺の整理をしてき

ちんと答えてください。

　原次長。

○原水道部次長　承認水量は、今までど

おり一昨年は４０万立方メートルという

ことで減量させていただきました。太中

浄水場については、大体、１万立方メー

トル、年間では３６０万立方メートルで

すけど、全体では４００万立方メートル、

施設能力として、それ以上については、

送ることはできません。ただ、井戸も６

本ありますから、最低でも、日量１本に

ついて、９，０００立方メートルから１

万立方メートルですから、６本で１万立

方メートルを上げるつもりでいますから、

３６０万立方メートルは何とか維持して

いこうと考えています。承認水量ですけ

れども、大阪広域水道企業団になっても

これは今までどおり承認水量の減額につ

いては毎年給水需要にあった中で要望し

ていきたいと考えています。ただ、今ま

ででしたら、承認水量を減額すれば、自

己水もある程度落としてくれという今ま

でのスタンスでしたので、今後、大阪広

域水道企業団になりましたら、我々も、

そこに参加しているわけですから、そう

いった中では、できるだけ自己水を活用

する方向で考えております。

○山本靖一委員長　木村議員。

○木村議員　答弁を聞いておりますと、

摂津市の水道部として、利益をこれだけ

生み出している中で、水道料金の値下げ

をするという発想が全く欠落していると

感じます。以前にも、拡張事業をする中

で財源が必要なので、水道料金の値下げ

については考えられないというようなこ

とをお聞きしました。何回も申し上げま

したように摂津市の水道料金が高いとい

う声が少なからずあるということは事実

ですし、そういう点では利益を出してい

る状況にあるときには、市民にも還元を

していくという発想があってしかるべき

だと思うのです。確かに将来のために拡

張事業をすることも大事ですし、そうい

う点では、平成２２年度摂津市水道事業

会計決算審査意見書にも「老巧施設の改

修や施設の建設改良に伴う新たな工事等

による支出の増加要因は避けられず、厳

しい企業経営環境が続くと予想される」

と書いておられますけれども、やはり現

実に、それだけの利益を出している中で、

値下げをして、市民の負担を軽減してい

くという発想が欠落しているということ

について、私は甚だ疑問に感じます。そ

の辺の部分について宮川部長からお答え

を願いたいと思います。

○山本靖一委員長　宮川部長。

○宮川水道部長　ご指摘の内容でござい

ますけれども確かに本年も平成２２年度

決算で、当年度の純利益としましては４

億２，０００万円という金額が計上され

ているという状況でございます。主な歳

入といたしましては、やはり使用料を頂
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戴して、それで運営をしているというの

が大きな内容かと思います。そのような

中で年々、水需要の変化もございまして、

料金徴収といいますか、収入が年々、微

少であっても下がってきているという状

況でございます。大まかに申し上げます

と、収入自体は約２０億円程度はござい

ます。そんな形の中で支出と見比べます

と、今回のように４億円という数字が出

てまいります。ただ、この４億円が正味

収益かといいますと、その中には含みが

ございまして、４億円の内、約２億円が

起債を発行します分の元金償還ですとか、

あるいは年々の整備計画にあわせました

整備費、ここら辺に充てんしていると。

もう一つは、太中浄水場の整備計画がご

ざいます。これは先ほども申し上げまし

たように、安定供給をしていく上での中

での施設の維持管理、そういうふうな形

の中で、平成２８年、平成２９年、この

あたりに、どうしても電気計装設備の更

新が入ってくると、それに係ります費用

としまして、大方１１億強の費用がかかっ

てまいると、このような状況なのです。

ですから、私どもとしましては、今のと

ころ、見かけ上、４億という純利益を出

させてはいただいておりますけれども、

やはり今後の安定供給をする中で、今の

ところ見かけ以上には、もうかっていな

いというのが現状でございます。ですか

ら、その点をクリアできた時点で、その

折には今ご指摘のとおりの還元、値下げ

というお話の話題に我々も取り組んでい

かなければならない、このように考えて

いるところでございますので、ご理解の

ほど、よろしくお願い申し上げます。

○山本靖一委員長　木村勝彦委員。

○木村勝彦委員　将来に対する設備投資

ということが必要であることは十分認め

ます。しかし、摂津市の水道部として弱

者の視点というものを私は持ってもらい

たいと思うのです。水道料金を値下げす

るということになってくると、相当大き

な金額になってきますし、そういう点で

は年金生活者とか弱者の人たちの負担を

軽減するということは、やはり考えるべ

きではないかと思うのです。その辺の視

点があるのかないのか、そういう点では

摂津市の水道事業の姿勢が市民に問われ

る問題だと思うのです。だからそういう

弱者の視点も含めて、全く値下げという

考え方は持っておられないのか、その辺

のことについて、もう一度お答え願いた

いと思います。

○山本靖一委員長　宮川部長。

○宮川水道部長　非常に難しいお話でご

ざいまして、実のところ、今回、府営水

が大阪広域水道企業団ということになり

ました。今そういう形の中で大阪府、１

水道という話題も上がってきております。

そのような形の中で、やはり府域全域を

統一したいと、１つの水道で経営したい

というお話も出てきております。そのよ

うな中で非常にややこしい話なんですが、

今回の東日本の大震災というふうな形の

中で、自己水の見直しが非常に大きな内

容になってまいりました。私どもも、内

部で話をしているのですけれども、今、

府営水が大きく変わっていく中でナショ

ナルミニマムの、といいますか、そうい

うふうな形の中で有効打があるのなら、

あえて太中浄水場を維持していく必要も

ないのではないか、太中浄水場を維持し

ていく形の中で、その水道水の単価、こ

れが今の現状をずっと維持しなければな

らないのか、あるいは府域の統一によっ

て、大分先の話になろうかと思います。

そういう状況で比較したときに、企業団

の水が安ければ、企業団の水を買い入れ

て供給するほうが安くなるのではないか、
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いろんなことを考えております。先ほど

も申し上げておりましたように体制の問

題です、このような形の中でも今計画ｼ

人員を大きく下回っている状況、その中

で何とか今の水道の企業経営が成り立っ

ているというところも、現実の話であり

まして、私ども、決して余剰金をそれに

しか使えないという気持ちではないので

すが、今計画している枠の中では、その

値下げに至るところまでには至っていな

い、というのが現状でございます。です

から、私どもも、その維持管理上のもの

で、正味、本当に余剰金が出てくる状況

にあるならば、これはご指摘のとおり、

利用者の方、市民の方々への還元という

のは当然第一に考えていくべき内容かと、

このように考えている次第なのでござい

ます。ですから、今後どういうふうな変

化が生じるであろうかわかりませんけれ

ども、私どもとしましては、今、現状の

中で人員の削減をし、なおかつ使用料の

伸びが下がっていく中、収入が落ちてい

るという状況の中では本当に厳しい状況

にあるということを、ご理解いただきた

いと。これを切に、そこを願うところで

ありまして、今後、私どもも、その点を

忘れることなく、検討してまいりたいと

思っておりますので、どうぞ、ご理解の

ほど、よろしくお願い申し上げます。

○山本靖一委員長　木村勝彦委員。

○木村勝彦委員　もうこれ以上議論して

も、平行線になりますから、要望してお

きますけれども、先ほども申し上げまし

たように、今の市民の、弱者の生活実態

を考えたときに、５万円ほどの年金生活

者の方が、今の上下水道の使用料をはらっ

たら、あと幾ら残るかというような、い

ろんな話を私はお聞きして非常に悲惨な

現実があるということをつぶさに体験を

しております。そういう点では、やはり

そういう利益を全部還元せよ、とは言い

ません。やはり弱者の視点を持って、弱

者を救済していくという形で、せめて弱

者の上下水道料金の負担を軽減していく

という視点を持っていただきたいという

ことを要望して、質問を終わります。

○山本靖一委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後２時５９分　休憩）

（午後３時　　　　再開）

○山本靖一委員長　再開します。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本靖一委員長　討論なしと認め、採

決をいたします。

　認定第１号所管分について、認定する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本靖一委員長　全員賛成。

　よって、本件は認定すべきものと決定

しました。

　認定第２号について、認定することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本靖一委員長　全員賛成。

　よって、本件は認定すべきものと決定

しました。

　認定第６号について、認定することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本靖一委員長　全員賛成。

　よって、本件は認定すべきものと決定

しました。

　これで、本委員会を閉会いたします。

（午後３時１分　閉会）
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　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り署名する。

　建設常任委員長山　本　靖　一

　建設常任委員　藤　浦　雅　彦
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